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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．第６期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

 ３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失で

あるため記載しておりません。 

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期 

決算年月 平成14年８月 平成15年８月 平成16年８月 平成17年８月 平成18年８月 

売上高 （千円） ― ― ― 2,314,889 2,861,913 

経常利益又は経常損失

（△） 
（千円） ― ― ― 278,915 △437,425 

当期純損失 （千円） ― ― ― 1,596,331 830,735 

純資産額 （千円） ― ― ― 4,919,277 5,208,715 

総資産額 （千円） ― ― ― 6,619,348 5,941,017 

１株当たり純資産額 （円） ― ― ― 116,706.06 115,177.72 

１株当たり当期純損失金

額 
（円） ― ― ― 41,711.25 18,595.51 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額 
（円） ― ― ― ― ― 

自己資本比率 （％） ― ― ― 74.3 86.7 

自己資本利益率 （％） ― ― ― △32.5 △16.5 

株価収益率 （倍） ― ― ― △10.45 △14.52 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） ― ― ― 103,599 △607,388 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） ― ― ― △3,761,459 △1,060,707 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） ― ― ― 5,127,088 44,182 

現金及び現金同等物の期

末残高 
（千円） ― ― ― 3,226,588 1,606,648 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者

数） 

（人） 
― 

(―) 

― 

(―) 

― 

(―) 

126 

(12) 

199 

(13) 



(2）提出会社の経営指標等 

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期 

決算年月 平成14年８月 平成15年８月 平成16年８月 平成17年８月 平成18年８月 

売上高 （千円） 366,822 728,957 1,418,982 1,681,792 1,471,280 

経常利益又は経常損失

（△） 
（千円） 91,225 228,728 425,918 313,461 △204,410 

当期純利益又は当期純損

失（△） 
（千円） 53,182 131,537 243,547 153,023 △610,490 

資本金 （千円） 100,000 100,000 746,105 2,806,287 3,261,859 

発行済株式総数 （株） 2,000 2,000 35,047 42,522.51 45,105.41 

純資産額 （千円） 135,336 256,724 2,181,197 6,627,081 7,079,029 

総資産額 （千円） 205,461 469,228 2,392,993 7,893,622 7,391,578 

１株当たり純資産額 （円） 67,668.44 133,017.98 62,882.29 157,222.41 158,250.73 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中間 

配当額） 

（円） 
― 

（―）

― 

（―）

― 

（―）

― 

（―）

― 

（―）

１株当たり当期純利益金

額又は１株当たり当期純

損失金額（△） 

（円） 26,591.02 66,950.18 9,039.35 3,998.42 △13,665.45 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額 
（円） ― ― 7,671.50 3,585.28 ― 

自己資本比率 （％） 65.9 54.7 91.1 84.0 95.8 

自己資本利益率 （％） 48.90 67.10 20.0 3.5 △8.9 

株価収益率 （倍） ― ― 108.19 109.04 △19.76 

配当性向 （％） ― ― ― ― ― 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 46,312 227,516 154,433 ― ― 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △10,067 △33,633 △308,044 ― ― 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） ― △10,150 1,651,199 ― ― 

現金及び現金同等物の期

末残高 
（千円） 75,882 259,390 1,756,991 ― ― 

従業員数 

 （外、平均臨時雇用者

数） 

（人） 
18 

(2) 

32 

(6) 

44 

(9) 

49 

（10）

80 

(10) 



 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第３期及び第４期は新株予約権の残高はあります

が、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中平均株価が把握できませんので記載し

ておりません。また、第７期については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失であるため記載

しておりません。 

３．平成15年11月27日付で株式１株につき３株の株式分割を、平成16年７月20日付で株式１株につき３株の株式

分割をそれぞれ行っております。 

なお、第５期の１株当たり当期純利益は、株式分割が期首に行われたものとして計算しております。 

４．第３期及び第４期の株価収益率については、当社株式は非上場・非登録でありますので記載しておりませ

ん。 

５．第６期より連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッ

シュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残高は記載しておりませ

ん。 



２【沿革】 

年月 事項 

平成12年５月 携帯電話向けJavaソフトウェア開発事業を主たる目的として、東京都港区に資本金2,000万円で

株式会社コネクトを設立 

平成12年11月 事業所を東京都千代田区へ移転 

平成15年７月 中国携帯電話市場への進出を目的として、中国・上海市内に100％子会社「恒接信息科技（上

海）有限公司」を設立 

平成15年７月 株式会社コネクトから株式会社コネクトテクノロジーズに商号変更 

平成16年３月 東京証券取引所マザーズ市場に株式を上場 

平成16年11月 Winnow Technologies Inc. （現・連結子会社）を設立し、Winnow Technology,LLCより高速文字

列検索アルゴリズムに関する特許権等の営業を譲受 

平成17年２月  株式会社エスエス研究所（現・連結子会社）を子会社化 

   スカイメディア株式会社（現・連結子会社 株式会社インクルーズ）を子会社化 

   株式会社NTCホールディングス（現・連結子会社）を子会社化 

平成17年３月 事業所を東京都新宿区に移転 

平成17年11月 スカイメディア株式会社（現・連結子会社 株式会社インクルーズ）による有限会社Mobile1

（現・連結子会社）及び有限会社18（現・連結子会社）の持分取得により、両社を連結子会社化 

  株式会社コネクトリプロ（現・連結子会社）を設立 

平成18年３月 札幌市東区に札幌支社を開設 



３【事業の内容】 

当社グループは、当社及び連結子会社７社から構成されています。 

 携帯電話を中心とした無線通信環境が大きく変化していく中、当社グループは、無線通信に関わるコアテクノロ

ジーとサービスプロバイダとを技術的に結びつける上で必要不可欠な存在を目指し、携帯電話向けミドルウェアを

軸に、様々なソリューションの提供を行っております。 

 当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置づけは次のとおりであります。 

 なお、次の４事業部門は「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1)連結財務諸表 注記事項」に掲げる事業

の種類別セグメント情報の区分と同一であります。 

① システムソリューション事業 

 当社及び子会社の株式会社エスエス研究所、株式会社インクルーズにおいて、携帯電話コンテンツプロバイダ

をはじめ、携帯電話を利用したサービス提供を行っている事業者に向けてシステム開発、サーバ構築、運用を中

心としたサービスソリューションを提供しています。 

 具体的には、着メロや対戦ゲームといった、所謂エンターテイメント系の携帯電話サービスを支えるシステム

開発から、リアルタイムの株価分析や、非接触ICを使った携帯電話サービスを実現するシステムの開発まで幅広

く取り組んでおります。 

② プロダクツ事業 

 当社及び子会社のWinnow Technologies Inc.、株式会社インクルーズ、株式会社コネクトリプロにおいて、ハ

ードウェアの設計、開発、販売を行う一方、システムソリューション事業で蓄積してきたノウハウをソフトウェ

アツール（開発を容易にするユーティリティ・ソフト）やライブラリ（プログラムの集合体）、エンジン（特定

の処理を行う際の中心機能）といった形にパッケージングして販売する事業です。 

 また、ハードウェアの設計、プロトタイプ製作といった、ハードウェアソリューションにも取り組んでおりま

す。 

③ コンサルティング事業 

 当社において移動体通信キャリア、端末メーカー、携帯電話向けのサービス展開を検討している事業者に向

け、技術的なアプローチによるコンサルティング及びそれに伴うシステム開発を実施しています。 

 これら、コンサルティング業務や先進的な開発を重ねていくことにより、コアテクノロジーに関するノウハウ

をシステムソリューション事業、プロダクツ事業にフィードバックすることが可能となり、当社の開発力を支え

る重要な事業であると捉えております。 

④ サービス事業 

 当社及び子会社の株式会社インクルーズ、株式会社NTCホールディングス、有限会社Mobile1、有限会社１８に

おいて、携帯電話に特化した広告事業やメディア配信サービス等を展開しております。 

 当社グループがこれまで培ってきたノウハウや技術力を生かし、広く収益を確保していくためにも今後サービ

ス事業の強化が重要であると考えております。 



［事業系統図］ 



４【関係会社の状況】 

 （注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

 ２．債務超過会社で債務超過の額は、平成18年６月末時点で535,618千円となっております。 

３．スカイメディア株式会社は、平成18年２月13日に社名変更し、株式会社インクルーズとなっております。 

４．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 

５．㈱エスエス研究所、㈱インクルーズにつきましては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連

結売上高に占める割合が10％を超えております。 

 主要な損益情報等 

６．議決権の所有割合は100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社としたものでありま  

   す。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業の内容 

議決権の所有割
合又は被所有割
合 

（％） 

関係内容 

（連結子会社）       

Winnow Technologies Inc. 

（注）２ 

米国 

ミズーリ州 
US$  1 プロダクツ事業 94.3 

システム開発に関

する業務委託。 

役員の兼任あり。 

株式会社インクルーズ  

（注）３、４、５ 

東京都 

中野区 
10 

システムソリュー

ション事業、プロ

ダクツ事業、サー

ビス事業 

100.0 

(31.3)
役員の兼任あり。 

株式会社エスエス研究所 

（注）５ 

東京都 

千代田区 
40 

システムソリューシ

ョン事業 
75.0 

コンテンツ制作及

びシステム開発に

関する業務委託。 

役員の兼任あり。 

株式会社コネクトリプロ 

（注）６ 

東京都 

新宿区 
107 プロダクツ事業 42.6 役員の兼任あり。 

有限会社Mobile1 

（注）４ 

東京都 

中野区 
3 サービス事業 

100.0 

(100.0)

広告代理業務に関

する委託。 

その他２社 

  

  

  
        

  ㈱エスエス研究所 ㈱インクルーズ 

売上高（千円） 635,596 780,313 

経常利益（千円）  7,973 15,913 

当期純利益（千円）  6,253 4,283 

純資産額（千円）  △31,016 47,221 

総資産額（千円）  177,025 516,433 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

    ２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない営業・管理部門に所属し

ているものであります。 

３．従業員数が当連結会計年度において、73名増加しておりますが、業務拡大に伴う新卒採用及び中途採用の増

加等によるものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．従業員数が当期中において、31名増加しておりますが、業務拡大に伴う中途採用によるものであります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であり、特記すべき事項はありません。 

  平成18年８月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

システムソリューション事業 68（5） 

プロダクツ事業 30（2） 

コンサルティング事業 5（2） 

サービス事業 23（-） 

全社（共通） 73（4） 

合計 199（13） 

  平成18年８月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

80（10） 33.4 1.9 6,028 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、さらなる原油価格の高騰が懸念されるものの、企業収益の改善とそれに伴

う設備投資の増加により、徐々に景気回復が進んでいる状況にあります。 

 当社グループをとりまく環境といたしましては、決済機能、認証機能をはじめとする、高機能化、多機能化した携

帯電話端末の普及が進んでおり、生活に密着したリアルなサービスとの連携が次々と実用化されていく中、そこから

派生して新たなサービスが生まれてくるという流れが生まれてきております。 

 このような状況におきまして、当社グループは常に先端的ポジショニングを維持することにより、携帯電話を利用

した様々なサービスを実現するためのシステムをタイムリーに提供すべく積極的に事業を展開してまいりました。 

なお当連結会計年度におきましては、新たに株式会社コネクトリプロ、有限会社Mobile1、有限会社１８の３社を連

結子会社とすることにより、多様化していくマーケットニーズに当社グループとして効果的に対応していくための体

制づくりを目指しております。社内体制面につきましては、拡大、多様化する外部環境に対応していくため、多種多

様なバックグラウンドを持った人材の拡充を進めるとともに、広範な技術領域、技術レベルをカバーすべく、積極的

な人材確保を図っております。 

 当連結会計年度の業績に関しましては、大規模プロジェクトに関して予想以上の外注費が発生し、利益率を大きく

圧迫したこと及び高い利益率を見込んでおりましたソフトウェアパッケージの販売が伸びなかったこと等から、利益

面において厳しい結果となりました。また、資本業務提携により保有する投資有価証券につきまして、当連結会計年

度末において３社が上場を果たしている状況ではありますが、非上場会社株式につきましては、事業計画が著しく未

達となっている一部の株式について評価損を計上することとなりました。 

 この結果、当連結会計年度の業績は、売上高2,861百万円（前年同期比23.6％増）、営業損失431百万円（前年同期

は352百万円の利益）、経常損失437百万円（前年同期は278百万円の利益）、当期純損失830百万円（前年同期は

1,596百万円の損失）となりました。 

事業別の概況としては以下の通りであります。 

（システムソリューション事業） 

 システムソリューション事業につきましては、非接触ＩＣ等携帯電話の新機能を利用した新たなサービスを実

現するためのソリューション提供等が順調に増えております。しかしながらプロジェクト規模の大型化、複雑化

に伴い顧客からの要求レベルも高度化しており、当初想定以上の外注費の発生に見舞われるケースが散見され、

営業利益率が大幅に低下する結果となりました。 

 現在当社グループといたしましては利益率の回復を目指して、効率的に開発を進める体制の整備を進めており

ます。 

 この結果、当事業の売上高は1,371百万円（前年同期比17.7％増）、営業利益は158百万円（前年同期比49.5％

減）となりました。 

（プロダクツ事業） 

 プロダクツ事業につきましては、新製品のリリースは順次進んだものの、販売体制の構築が遅れたことが影響

し、高い利益率が見込めるソフトウェアプロダクトの販売が進まない結果となりました。一方、当社グループの

強みである特殊なハードウェアを絡めた開発案件は増加しており、ハードウェア開発チームの増強により当事業

の規模拡大を目指していく方針であります。 

 この結果、当事業の売上高は667百万円（前年同期比6.8％減）、営業利益は87百万円（前年同期比76.7％減）

となりました。 

（コンサルティング事業） 

 コンサルティング事業につきましては、当社開発リソースの逼迫により他事業へのリソース配分を優先した結

果、当事業の売上高は138百万円（前年同期比46.3％減）、営業利益は49百万円（前年同期比70.2％減）となりま

した。しかしながら当社グループといたしましては、重要な事業であるとの認識に変わりはなく、より高い利益

率確保のために、当事業により得たノウハウを他の事業に展開していく流れを強化することが重要であると考え

ております。 



 （サービス事業） 

 サービス事業につきましては、連結子会社である株式会社インクルーズによるモバイル向け広告事業を中心とし

たものであります。同社の売上高が、当連結会計年度より12カ月分計上されることとなったことから、当事業の売

上高は684百万円（前年同期比288.2％増）と大幅に増加しましたが、同時に同社において大規模な人材採用を実施

したこと等が影響し、営業損失は54百万円（前年同期は10百万円の利益）となりました。当社グループといたしま

しては、引き続きこの事業の強化を重要な経営課題として注力しております。 

 なお、当連結会計年度から事業の種類別セグメントの名称を変更しております。変更の内容については、「注記事

項（セグメント情報）」に記載のとおりであります。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ1,619百万円

減少し（前年同期は1,469百万円の増加）、当連結会計年度末には1,606百万円となりました。 

 また、当連結会計年度における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において営業活動の結果使用した資金は607百万円（前年同期は103百万円の増加）となりまし

た。 

 これは主に、投資有価証券評価損301百万円及び減価償却費112百万円等があったものの、税金等調整前当期純損

失869百万円及び法人税等の支払額166百万円等の減少要因によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 当連結会計年度において投資活動の結果使用した資金は1,060百万円（前年同期は3,761百万円の減少）となりま

した。 

 これは主に、投資有価証券の売却による収入200百万円があったものの、投資有価証券の取得による支出797百万

円及び連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出226百万円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において財務活動の結果得られた資金は44百万円（前年同期は5,127百万円の増加）となりまし

た。 

 これは主に、長期借入金の返済による支出105百万円等の減少要因があったものの、長期借入れによる収入100百

万円及び少数株主の払込による収入76百万円等によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

     ２. セグメント間の取引については相殺消去しております。 

３．当連結会計年度よりコンテンツ＆ソリューション事業からシステムソリューション事業へ、リサーチ＆コン

サルティング事業からコンサルティング事業へと事業区分の名称を変更しております。 

(2）受注状況 

 当連結会計年度の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  （注)１.上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

      ２.当連結会計年度よりコンテンツ＆ソリューション事業からシステムソリューション事業へ、リサーチ＆コン

       サルティング事業からコンサルティング事業へと事業区分の名称を変更しております。 

  

(3）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

     ２．相手先別の販売実績につきましては、総販売実績に対して100分の10を越える相手先はありませんので、記 

      載を省略しております。 

 ３．当連結会計年度よりコンテンツ＆ソリューション事業からシステムソリューション事業へ、リサーチ＆コン

サルティング事業からコンサルティング事業へと事業区分の名称を変更しております。 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

前年同期比（％） 

システムソリューション事業（千円） 1,074,986 136.4 

プロダクツ事業（千円） 367,147 132.7 

コンサルティング事業（千円） 87,910 90.9 

サービス事業（千円） 67,815 188.0 

合計（千円） 1,597,859 133.4 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

システムソリューション事業 1,295,606 109.6 86,411 53.2 

プロダクツ事業 621,310 79.5 27,500 37.1 

コンサルティング事業 57,556 17.9 1,500 1.7 

サービス事業 683,907 376.6 4,945 93.3 

合計 2,658,380 107.8 120,356 36.6 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

前年同期比（％） 

システムソリューション事業（千円） 1,371,712 117.7 

プロダクツ事業（千円） 667,923 93.2 

コンサルティング事業（千円） 138,014 53.7 

サービス事業（千円） 684,262 388.2 

合計（千円） 2,861,913 123.6 



３【対処すべき課題】 

当社は今後の事業展開に関しまして、多機能化する携帯電話関連のテクノロジーと多様なサービスをいかに効果的

に結びつけていくかが重要であると考えております。しかしながら、様々なテクノロジーとサービスを全て自社のみ

で確保していくのは現実的ではなく周辺企業と積極的にアライアンスを強化していくことが必要であると考えており

ます。 

 このような状況を踏まえ、ユーザーニーズを的確に把握したサービスを提供するため、今後も引き続き以下の課題

に取り組んでまいります。 

（1）技術開発体制の更なる強化 

当社は現在までのところ、当業界内において比較的競争優位性の高いポジショニングを保ち、それが具体的な成

果となって表れてきておりますが、開発の現場におきましては、人員配置等の面におきましてまだまだ脆弱な場面

も垣間見られ、今後、質と量の両面で人的資産の強化を図っていくことが必要であると考えております。  

これにつきましては、当社として、常に技術的に魅力のある事業領域において、技術的に高レベルな開発に携わ

ることを意識していくことにより、能力の高い人材を惹きつける存在でありつづけることが一番の近道であると考

えております。この基本的な方針をベースに、リクルーティングチャネルの多様化、ジョブローテーションの実

施、専門技術に関する研修制度の充実等を進めていくことにより人材強化に対処していく方針であります。 

（2）当社と技術的に補完しあえる他社との協業 

今後、携帯電話の高度化、高機能に伴って、身の回りに存在するあらゆるモノと携帯電話が接続可能になり、そ

こから新たなサービスが生まれてくる状況が予想されます。しかしながらその新たなサービスを構成するであろう

要素技術を、全て当社独自のものでカバーすることは現実的ではありません。 

 技術投資に対する危険分散の意味からも、今後、当社が保有する技術と補完することにより、ビジネスの可能性

が広がるような内外の企業と積極的に協業を模索していく方針であります。 

（3）収益源の多様化 

当社が設立以来培ってきた技術ノウハウを本格的に収益へと結び付けていくためには、従来からのシステム開

発、運用業務にとどまらず、直接最終ユーザーにアプローチする形でのサービス事業の展開が不可欠であると考え

ております。収益源、収入形態を多様化する意味においても、今後サービス事業を本格的に展開していく方針であ

ります。 



４【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性

のある事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 1．現在の事業内容に関するリスク 

（1）技術・サービスの変化について 

 当社が事業を展開している携帯電話を中心としたモバイルインターネット関連業界は技術の進捗が著しく、

その技術を利用したサービスも急激に変化しております。 

 このような状況の中、当社の事業領域において、常にトップレベルの技術力を維持するためには継続的な研

究開発が必要となり、これには相当の時間と費用がかかる可能性があります。 

 また、新しい機能を搭載した携帯電話の投入やシステムの変更等は通信キャリアの事業方針により大きく影

響を受けるものと考えられます。当社はこれらの状況変化に適時に対応してまいりますが、万一対応できなか

った場合、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

 （2）保守運用業務取引の永続性について 

当社の行っている事業うち、保守運用業務に関しましては、各々の取引に応じた期間の契約に従って行われ

ております。通常システム開発事業における、保守運用業務につきましては、取引の永続性が認められるケー

スが一般的でありますが、当社の場合一定の期間で終了する契約もしくは、一定期間終了後同期間自動更新等

という契約になっており、取引の永続性が保証されているものではありません。 

 このため、何らかの理由により予定していた取引の打ち切り等があった場合、当社の事業戦略及び業績その

他に重要な影響を与える可能性があります。 

   （3）個人情報の管理について 

  当社はシステム開発やその運営保守、又はサービス事業の遂行過程において、最終ユーザーの個人情報を取

り扱う可能性があります。この点に関しましては、情報セキュリティマネジメントシステムの認証取得を受け

る等、社内管理を徹底しておりますが、万一これら情報が社外に流出した場合、当社への損害賠償請求や社会

的信用の失墜につながる恐れがあり、結果として当社の業績に影響を与える可能性があります。 

  

 ２．会社組織のリスク 

 （1）特定人物への依存について 

当社の主な事業推進者は、代表取締役社長の加来徹也であり、当社設立直後から経営者として、経営方針、

経営戦略の決定をはじめ、企画、営業、技術等の各方面の事業推進において重要な役割を果たしております。

優秀な人材の採用により徐々に属人的な要素の軽減は進んでおりますが、何らかの理由により同氏が業務を執

行できない事態となった場合、当社の事業戦略及び業績その他に重要な影響を与える可能性があります。 

（2）小規模組織であることについて 

当社は平成18年８月末日現在、常勤取締役５名、常勤監査役１名、従業員80名と規模が比較的小さく、内部

管理体制もこれに応じた体制となっております。 

 当社は今後、業務規模の拡大及び業務内容の多様化に応じて、人員の増強及び内部管理体制の一層の充実を

図ってまいる所存ですが、人材等の拡充が予定通り進まなかった場合、又は既存の人材が社外に流出した場

合、当社の経営活動に支障が生じ、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

（3）人材の獲得について  

当社が今後成長していくためには、携帯端末向けのシステム技術者、システム提供のための企画、営業担当

者、及び拡大する組織に対応するための管理担当者など、各方面での優秀な人材をいかに確保していくかが重

要になります。当社では優秀な人材の確保のために努力を続けておりますが、適切な人材確保及び配置に失敗

した場合、当社の業務に支障が出る可能性があります。 



 ３．財政状態及び経営成績に関するリスク 

（1）当社及び業界の歴史が浅いことについて 

当社は平成12年５月設立と業歴も浅いうえ、現在の主力事業の対象である多機能な携帯電話も発売されて間

もない状況であります。当社の事業は携帯電話の技術動向、ひいては携帯通信業界の将来性に大きく左右され

る可能性が高く、当社の経営計画の策定に際してもこれらの不確実な要素が含まれていることは否めず、現時

点で当社が想定する収益見通しに相違が生じる可能性があります。 

（2）配当政策について 

当社は、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保すべく配当を実施しておりませ

ん。 

 今後も企業体質の強化及び積極的な事業展開に備えた資金の確保を優先する方針ではありますが、株主への

利益還元についても重要な経営課題と認識しており、経営成績及び財政状態を勘案しつつ利益配当を検討する

所存であります。 

４．外部環境に関するリスク 

（1）法的規制等について 

 現在、当社の事業を推進するうえで、直接的影響を受けるような法的規制はありません。しかし、今後にお

いて法令の適用及び新法令の制定等、当社の事業を規制する法令等が制定された場合、当該規制に対応するた

め、コスト増加等、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

（2）特許権の取得について 

 当社は開発したシステムやビジネスモデル等に関して、特許権の対象となる可能性のあるものについては、

その取得を目指して対応しておりますが、当社のノウハウ等を権利保護した場合においても、他者が類似のノ

ウハウ等について権利取得した場合、当社の事業が制約される可能性があります。 

（3）その他の知的財産権について 

 当社は第三者の知的財産権を侵害することのないように当社及び外部への委託等により調査を行っておりま

す。しかしこれらの調査が十分かつ妥当であるという保証はありません。万一、当社が第三者の知的財産権を

侵害した場合には、当該第三者から損害賠償請求や使用差止請求等の訴えを起こされる可能性があり、これら

に対する対価の支払等が発生する可能性があります。 

 また、当社が所有する知的財産権に関しましても第三者に侵害される可能性があります。こうした場合、当

社の業績に影響を与える可能性があります。 

５．システムに関するリスク  

（1）プログラム不良について 

 当社の開発したプログラムその他のソフトウェア又はハードウェアに不良箇所が発生した場合、これら当社

製品を使用したサービスの中断・停止やコンテンツ及びユーザーデータの破損等が生じる可能性があります。 

  当社グループはこれら当社グループ製品を納品する前に内部において入念なチェックを行っておりますが、

このような事態が発生した場合、損害賠償や信用力の低下等のリスクが想定され、当社の業績に影響を与える

可能性があります。 

（2）システムダウンについて 

 当社の事業のうちシステムソリューション事業の一部につきましては、当社のサーバ等を介してサービスの

提供を行っているものがあり、自然災害や事故等により当社のサーバ等が作動不能や停止する可能性がありま

す。 

 また、外部からの不正な手段による侵入等の犯罪や当社担当者の過誤等により重要なデータの消失や不正に

入手される可能性があります。 

 このような事態が発生した場合、損害賠償や信用力の低下等のリスクが想定され、当社の業績に影響を与え

る可能性があります。 



６．新株予約権の行使による株式価値の希薄化について 

 当社は、役員、従業員並びに社外の協力者に対するインセンティブを目的としてストックオプション制度を採用

しており、その内容は以下のとおりであります。 

 また、今後もストックオプション制度を活用していく可能性があり、現在付与している新株予約権に加えて、今

後付与される新株予約権の行使が行われた場合、保有株式の株式価値が希薄化する可能性があります。 

 なお、平成18年８月末日現在における新株予約権による潜在株式数は2,670株であり、発行済株式総数45,105.41

株の5.92％に相当します。 

７．その他のリスク 

（1）子会社について  

 当社はこれまで培ってきたポジショニングをより強固なものとするべく、「コアテクノロジー」「開発リソ

ース」「サービス関連事業」の３つを基本方針としてM&Aを進めており、当連結会計年度において新たに３社が

連結対象子会社となっております。これら子会社に関しましては慎重に業績を管理しておりますが、何らかの

理由で突発的な業績の悪化や追加投資負担等が生じた場合、当社及び当社の連結ベースでの業績に影響を与え

る可能性があります。 

 （2）投資について 

 当社はビジネス展開を補完することを目的に、積極的に買収、子会社設立、資本業務提携を進めておりま

す。投資の際には事前にリスクとリターンを評価し実行しておりますが、投資先の事業の状況が当社の業績に

与える影響を確実に予測するのは困難であり、投資先の事業の進捗状況によっては当社の業績に影響を与える

可能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

当連結会計年度において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

６【研究開発活動】 

携帯電話を中心としたモバイルインターネット関連業界の技術進歩は著しく、当該技術を利用したサービスも急激に

変化していくなか、当社は次代のネットワーク社会を牽引する存在でありつづけるために、常に他に先んじて携帯電話

に搭載される新技術を利用したソリューションの提供を積極的に展開することを基本方針としております。 

具体的には、当社研究開発部門が、携帯電話に搭載されている様々なファンクションを利用したソリューションに関

する調査研究を行うとともに、当社独自のソフトウェアプロダクトの開発を進めております。  

当連結会計年度における主な活動内容といたしましては、携帯電話の非接触式IC機能を利用した認証、決済システム

を中心とした無線ネットワークに関する研究開発のほか、携帯電話サイト開発用ソフトウェアパッケージや３Ｇ携帯電

話向け動画変換システムを利用した応用ソフトウェアパッケージ等の開発に取り組み、今後新たなサービスの提供や開

発効率の向上及びプロダクツ事業の売上として寄与していくものと考えております。これらの結果、当連結会計年度に

おける研究開発費の総額は177,910千円となりました。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

（1）当連結会計年度の経営成績の分析 

当社の当連結会計年度の経営成績は、大規模プロジェクトに関して当初予想以上の外注費が発生し利益率を大きく圧

迫したこと、及び高い利益率を見込んでおりましたソフトウェアパッケージの販売が伸びなかったため、利益面で予想

を下回る結果となりました。 

 一方、販売費及び一般管理費につきましては、事業拡張に伴う採用増により間接人員が増加したことから給与手当が

346百万円計上されているほか、研究開発費177百万円、支払手数料134百万円等が計上されております。また、特別損

失には投資有価証券評価損301百万円、遊休固定資産に係る減損損失99百万円等が計上されております。 

 この結果、売上高は2,861百万円（前年同期比23.6％増）、経常損失は437百万円（前年同期は278百万円の利益）、

当期純損失は830百万円（前年同期は1,596百万円の損失）となりました。 

 事業別の分析は、第2[事業の状況]１[業績等の概要](1)業績の項目をご参照ください。 

（2）経営成績に重要な影響を与える要因について 

  当社が事業を展開している携帯電話を中心としたモバイルインターネット関連業界は、技術の進捗が著しく、その技

術を利用したサービスが急激に変化するとともに、業界に参加するプレーヤーも大きく様変わりする兆しを見せており

ます。 

 このような背景のもと、特定の技術に偏ることなく、当業界において常に先進的なポジショニングを維持しつづける

ことが重要であるものと考えており、当該ポジショニングを実現するための研究開発を進めていくとともに、その成果

としての収益を生み出すしくみ作りが必須であります。当社としましては、収益多様化の一環として新たにサービス事

業に注力していくことを今後の重要な経営方針としており、これまで培ってきた先端的な開発の成果を収益として広く

取り込んでいくことを目指しております。 

（3）財政状態の分析 

 当連結会計年度におきましては、平成16年９月に発行した転換社債型新株予約権付社債900百万円が新株へ転換され

たこと等により、資本金が455百万円、資本準備金が452百万円増加いたしました。 

 この結果、当連結会計年度末の純資産残高は5,208百万円（前年同期比5.9％増）、自己資本比率は86.7%（前年同期

比12.4ポイント増）となりました。 

（4）資金の流動性及び資金の源泉について 

（キャッシュ・フローの状況）  

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ1,619百万円減

少し（前年同期は1,469百万円の増加）、当連結会計年度末には1,606百万円となりました。 

 また、当連結会計年度における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券評価損301百万円及び減価償却費112百万円等があったものの、

税金等調整前当期純損失869百万円及び法人税等の支払額166百万円等の減少要因により、営業活動による資金の減少は

607百万円（前年同期は103百万円の増加）となっております。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の売却による収入200百万円があったものの、投資有価証券の

取得による支出797百万円及び連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出226百万円等により、投資活動による

資金の減少は1,060百万円（前年同期は3,761百万円の減少）となっております。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済による支出105百万円等の減少要因があったものの、長期

借入れによる収入100百万円及び少数株主の払込による収入76百万円等により、財務活動による資金の増加は44百万円

（前年同期は5,127百万円の増加）となっております。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度における当社グループの設備投資の総額は155,091千円となりました。その主な内容としては、

プロダクツ事業における新製品開発テスト用のパケット生成装置等31,091千円、株式会社インクルーズの事務所移

転に伴うシステムソリューション事業及びサービス事業の建物附属設備26,550千円等の設備投資を実施いたしまし

た。 

 また、株式会社インクルーズの事務所移転について、旧事務所の建物附属設備6,056千円（取得価額7,196千円、

減価償却累計額1,139千円）を除却しております。 

  

２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

 (1）提出会社 

(2）国内子会社 

(3）在外子会社 

 （注）１．上記金額には消費税等は含めておりません。 

 ２．帳簿価額のうち「その他」は、無形固定資産（ソフトウェア及び技術使用権）であります。 

３．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

 ４．上記の他、複写機、電子周辺機器等をリースにより使用しており、当連結会計年度におけるリース料総額は

 7,312千円であります。 

事業所名 

（所在地） 

事業の種類別セ

グメントの名称 
設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数 

（人） 
建物 工具器具備品 その他 合計 

本社 

(東京都新宿区） 
 全業務共通 本社事務所 16,380 81,585 143,469 241,435 

67 

(8) 

札幌支社 

(札幌市東区） 
 全業務共通 事業所設備 2,708 2,537 ― 5,245 

13 

(2) 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セグ
メントの名称 

設備の内容

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（人） 

建物 
工具器具 
備品 

その他 合計 

㈱エスエス研究所 
 本社 

（東京都千代田区） 

システムソリュ

ーション事業 
事業所設備 582 435 53 1,071 

41 

（-) 

㈱インクルーズ  
 本社 

（東京都中野区) 

システムソリュ

ーション事業、

プロダクツ事

業、サービス事

業 

事業所設備 24,678 9,617 2,314 36,610 
68 

（2）

㈱コネクトリプロ  
 本社 

（東京都新宿区) 
プロダクツ事業 事業所設備 － 7,961 5,322 13,284 

4 

（1）

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セグ
メントの名称 

設備の内容

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（人） 

建物 
工具器具 
備品 

その他 合計 

Winnow Technologies Inc. 
本社 

（米国 ミズーリ州) 
プロダクツ事業 事業所設備 673 32,920 1,075 34,669 

6 

（-) 



３【設備の新設、除却等の計画】 

 当連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は、次のとおりであります。 

 （注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

 ２．上記設備の一部につき、平成18年９月より株式会社コネクトリプロへ事務所として、転貸しております。 

 ３．完成後の増加能力については、合理的に算定できないため記載しておりません。 

会社名事業所

名 
所在地 

事業の種類別

セグメントの

名称 

設備の内容 

投資予定金額 

資金調達方

法 

着手及び完了予定年月 

完成後の増

加能力 総額 

(千円) 

既支払額 

(千円) 
着手 完了 

当社 

コネクト・テ

ストラボ 

東京都新宿区 

システムソリ

ューション事

業、コンサル

ティング事業 

事業所設備及

び検証センタ

ー 

34,919 34,919 自己資金 平成18年８月 平成18年９月 ― 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成18年11月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の権利行使

により発行された株式数は含まれておりません。  

(2）【新株予約権等の状況】 

新株予約権等に関する事項は以下のとおりであります。 

① 旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく特別決議による新株引受権(ストック・オプション） 

（平成14年２月21日臨時株主総会決議） 

 （注）１．会社が株式分割又は株式併合を行う場合には、各対象者により付与される新株引受権の目的たる株式の数は

次の算式により調整するものとし、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとす

る。 

  調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率 

２．会社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により発行価額を調整し、調整により生ずる１円未満の

端数は切り上げるものとする。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 100,000 

計 100,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 
（平成18年８月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年11月27日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 45,105.41 45,285.41 
東京証券取引所 

（マザーズ） 
－ 

計 45,105.41 45,285.41 － － 

  
事業年度末現在 

（平成18年８月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年10月31日） 

新株引受権の数   ―  ― 

新株引受権の目的となる株式の種類 普通株式  同左 

新株引受権の目的となる株式の数    229 株（注）３  同左 

新株引受権の行使時の払込金額   13,334円（注）３  同左 

新株引受権の行使期間 
 平成16年３月１日から 

平成21年２月28日まで 
 同左 

新株引受権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額 

 発行価格  13,334円 

資本組入額 10,000円 

（注）３ 

 同左 

新株引受権の行使の条件  （注）４  同左 

新株引受権の譲渡に関する事項 
 譲渡、質入その他 

一切の処分が不可。 
 同左 

 代用払込みに関する事項 －  －  

        
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 
時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



３．新株引受権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から、退職により権利を喪

失した者の新株引受権の目的となる株式の数及び権利行使により発行した株式の数を減じている。 

 なお、平成15年11月27日及び平成16年７月20日をもって、それぞれ株式の分割（１：３）を行ったことに伴

い、新株引受権の行使時の払込金額、行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整

されている。 

    ４．新株引受権の行使の条件 

(1）新株引受権の行使にあたっては下記の条件に従うものとする。 

① 対象者は以下の期間区分に対応して計算される株式数について権利行使できるものとする。ただし計算

の結果生じる単位株未満の株式数は切り捨てるものとする。 

         権利行使開始日から平成16年8月31日まで   付与された権利の25％以下 

         平成16年9月1日から平成17年8月31日まで   付与された権利の50％以下 

         平成17年9月1日以降             付与された権利の全部 

② 前項の規定により、付与株式数の全部を行使する場合には、単位株未満の株式についても併せて行使で

きるものとする。 

③ 本新株引受権の行使に係る権利行使価額の年間の合計額は1,000万円を超えることができない。 

(2）新株引受権の行使期間終了時までに、下記の事由が生じた場合は、直ちに新株引受権を喪失する。 

① 対象者が新株引受権の行使期間到来前に死亡したとき。 

② 死亡以外の事由により対象者が当社の取締役及びその他の使用人でなくなったとき。 

③ 会社の就業規則により懲戒解雇または論旨解雇の処分を受けたとき。 

④ 自己都合により会社を退職したとき。 

(3）権利行使が可能になった新株引受権につき、対象者が死亡した場合には、その日から１年以内に限り、相

続人がそれを行使することができる。 

(4）このほかの条件等については、本株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と付与対象者との間で締

結する「新株引受権割当契約書」に定めるものとする。 

② 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく特別決議による新株予約権 

（平成15年２月21日臨時株主総会決議） 

（注）１．会社が株式分割又は株式併合を行う場合には、各対象者により付与される新株予約権の目的たる株式の数は

次の算式により調整するものとし、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとす

る。ただし、本項による調整は、当該株式分割または株式併合の時点で対象者が新株予約権を行使していない

目的たる株式の数においてのみ行われるものとする。 

 調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率 

  
事業年度末現在 

（平成18年８月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年10月31日） 

新株予約権の数  47個   30個 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  同左 

新株予約権の目的となる株式の数    423 株（注）３     270株（注）３  

新株予約権の行使時の払込金額 16,112円（注）３  同左 

新株予約権の行使期間 
 平成17年３月１日から 

平成22年２月28日まで 
 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額 

 発行価格  16,112円 

資本組入額 10,000円 

（注）３ 

 同左 

新株予約権の行使の条件  （注）４  同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 譲渡、質入その他 

一切の処分が不可。 
 同左 

 代用払込みに関する事項 －  －  



２．会社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により発行価額を調整し、調整により生ずる１円未満の

端数は切り上げるものとする。 

３．新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から、退職により権利を喪

失した者の新株予約権の目的となる株式の数及び権利行使により発行した株式の数を減じている。 

 なお、平成15年11月27日及び平成16年７月20日をもって、それぞれ株式の分割（１：３）を行ったことに伴

い、新株予約権の行使時の払込金額、行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整

されている。 

４．新株予約権の行使の条件 

(1）新株予約権の行使にあたっては下記の条件に従うものとする。 

① 対象者は以下の期間区分に対応して計算される株式数について権利行使できるものとする。ただし計算

の結果生じる単位株未満の株式数は切り捨てるものとする。 

権利行使開始日から平成17年8月31日まで   付与された権利の25％以下 

平成17年９月１日から平成18年８月31日まで 付与された権利の50％以下 

平成18年９月１日以降           付与された権利の全部 

② 前項の規定により、付与株式数の全部を行使する場合には、単位株未満の株式についても併せて行使で

きるものとする。 

③ 本新株予約権の行使に係る権利行使価額の年間の合計額は1,200万円を超えることができない。 

(2）新株予約権の行使期間終了時までに、下記の事由が生じた場合は、直ちに新株予約権を喪失する。 

① 対象者が新株予約権の行使期間到来前に死亡したとき。 

② 死亡以外の事由により対象者が当社の取締役及びその他の使用人でなくなったとき。 

③ 会社の就業規則により懲戒解雇または論旨解雇の処分を受けたとき。 

④ 自己都合により会社を退職したとき。 

(3）権利行使が可能になった新株予約権につき、対象者が死亡した場合には、その日から１年以内に限り、相

続人がそれを行使することができる。 

(4）このほかの条件等については、本株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と付与対象者との間で締

結する「新株予約権割当契約書」に定めるものとする。 

（平成15年７月24日臨時株主総会決議） 

        
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 
時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

  
事業年度末現在 

（平成18年８月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年10月31日） 

新株予約権の数   182個     179個 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数     1,638株（注）３     1611株（注）３ 

新株予約権の行使時の払込金額     26,667円（注）３ 同左 

新株予約権の行使期間 
 平成15年８月26日から 

平成25年７月23日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額 

 発行価格  26,667円 

資本組入額 20,000円 

（注）３ 

同左 

新株予約権の行使の条件  （注）４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 譲渡、質入その他 

一切の処分が不可。 
同左 

 代用払込みに関する事項 －  －  



（注）１．会社が株式分割又は株式併合を行う場合には、各対象者により付与される新株予約権の目的たる株式の数は

次の算式により調整するものとし、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとす

る。ただし、本項による調整は、当該株式分割または株式併合の時点で対象者が新株予約権を行使していない

目的たる株式の数においてのみ行われるものとする。 

  調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率 

２．会社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により発行価額を調整し、調整により生ずる１円未満の

端数は切り上げるものとする。 

３．新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から、退職により権利を喪

失した者の新株予約権の目的となる株式の数及び権利行使により発行した株式の数を減じている。 

 なお、平成15年11月27日及び平成16年７月20日をもって、それぞれ株式の分割（１：３）を行ったことに伴

い、新株予約権の行使時の払込金額、行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整

されている。 

４．新株予約権の行使の条件 

(1）新株予約権の行使にあたっては下記の条件に従うものとする。 

① 新株予約権は全部又は一部を行使することができる。ただし、１個の新株予約権をさらに分割して行使

することはできないものとする。 

② 当社普通株式に係る株式が店頭売買有価証券として日本証券業協会に登録され、またはいずれかの証券

取引所に上場されていることを要する。 

(2）新株予約権の行使期間終了時までに、下記の事由が生じた場合は、直ちに新株予約権を喪失する。 

① 対象者が新株予約権の行使期間到来前に死亡したとき。 

② 対象者が破産宣告を受けた場合。 

(3）このほかの条件等については、本株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と付与対象者との間で締

結する「新株予約権割当契約書」に定めるものとする。 

（平成16年11月25日定時株主総会決議） 

        
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 
時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

  
事業年度末現在 

（平成18年８月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年10月31日） 

新株予約権の数    380個 360個  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  同左 

新株予約権の目的となる株式の数   380株 360株  

新株予約権の行使時の払込金額 564,624円  同左 

新株予約権の行使期間 
 平成17年９月１日から 

平成26年11月25日まで 
 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額 

 発行価格  564,624円 

資本組入額 282,312円 

（注）３ 

 同左 

新株予約権の行使の条件  （注）４  同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 譲渡、質入その他 

一切の処分が不可。 
 同左 

 代用払込みに関する事項 －  －  



（注）１．会社が株式分割又は株式併合を行う場合には、各対象者により付与される新株予約権の目的たる株式の数は

次の算式により調整するものとし、調整の結果１株未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとす

る。ただし、本項による調整は、当該株式分割または株式併合の時点で対象者が新株予約権を行使していない

目的たる株式の数においてのみ行われるものとする。 

  調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率 

２．会社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により発行価額を調整し、調整により生ずる１円未満の

端数は切り上げるものとする。 

     ３．新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から、退職により権利を喪

      失した者の新株予約権の目的となる株式の数及び権利行使により発行した株式の数を減じている。     

     ４．新株予約行使の条件 

(1）新株予約権の行使にあたっては下記の条件に従うものとする。 

① 新株予約権は全部又は一部を行使することができる。ただし、１個の新株予約権をさらに分割して行使

することはできないものとする。 

② 当社普通株式に係る株式が店頭売買有価証券として日本証券業協会に登録され、またはいずれかの証券

取引所に上場されていることを要する。 

(2）新株予約権の行使期間終了時までに、下記の事由が生じた場合は、直ちに新株予約権を喪失する。 

① 対象者が新株予約権の行使期間到来前に死亡したとき。 

② 対象者が破産宣告を受けた場合。 

(3）このほかの条件等については、本株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と付与対象者との間で締

結する「新株予約権割当契約書」に定めるものとする。 

        
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 
時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



(3)【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．株式分割（１：３） 

２．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行価格   1,023,000円 

資本組入額   382,500円 

払込金総額  1,227,600千円 

３．有償第三者割当 

発行価格   1,023,000円 

資本組入額   382,500円 

割当先 いちよし証券㈱ 

４．新株予約権の権利行使（旧商法に基づき発行された新株引受権の権利行使及び新株引受権付社債の権利行

使を含む。） 

５．株式分割（１：３） 

６．平成18年９月１日から平成18年10月31日までの間に新株予約権の権利行使により、発行済株式総数が180

株、資本金が2,070千円、資本準備金が1,115千円それぞれ増加しております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額 
（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成15年11月27日

（注）１ 
4,000 6,000 ― 100,000 ― ― 

平成16年３月16日

（注）２ 
1,200 7,200 459,000 559,000 768,600 768,600 

平成16年４月10日

（注）３ 
360 7,560 137,700 696,700 230,580 999,180 

平成16年１月６日～

平成16年５月31日 

（注）４ 

3,690 11,250 37,240 733,940 25,359 1,024,539 

平成16年７月20日

（注）５ 
22,500 33,750 ― 733,940 ― 1,024,539 

平成16年６月１日～

平成16年８月31日 

（注）４ 

1,297 35,047 12,165 746,105 3,081 1,027,621 

平成16年９月１日～ 

平成17年８月31日 

（注）４  

7,475.51 42,522.51 2,060,182 2,806,287 2,053,940 3,081,562 

平成17年９月１日～ 

平成18年８月31日 

（注）４  

2,582.9 45,105.41 455,571 3,261,859 452,155 3,533,717 



(4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式の372.41株は、「個人その他」に372 株及び「端数の状況」に0.41株含めて記載しております。 

２．「その他の法人」の欄には証券保管振替機構名義の株式が、1株含まれております。 

(5）【大株主の状況】 

 （注）１．上記の他、自己株式が372.41株あります。 

        ２. Goldman Sachs（Japan)Ltd.及びその共同保有者であるGoldman Sachs International及びGoldman Sachs & 

            co.から平成18年７月14日付で株券等の大量保有の状況に関する変更報告書の提出があり、同日現在でそれ

      ぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として期末時点における実質所有

      株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めておりません。 

      なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。 

       大量保有者   Goldman Sachs(Japan)Ltd. 

              住所      英国領バージン・アイランド、トルトラ、ロード・タウン、ロマスコ・プレイス、 

               ウィックハムズ・ケイ1、私書箱3140 

       保有券等の数 668株 

  平成18年８月31日現在

区分 

株式の状況 

端株の状況 
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） ― 5 25 88 21 6 8,322 8,467 ― 

所有株式数

（株） 
― 1,458 1,389 2,753 1,378 30 38,097 45,105 0.41 

所有株式数の

割合（％） 
― 3.23 3.08 6.10 3.06 0.07 84.46 100 ― 

  平成18年８月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

加来徹也 神奈川県相模原市 9,896 21.94 

日本証券金融株式会

社 
東京都中央区日本橋茅場町1-2-10 1,009 2.24 

株式会社第一興商 東京都品川区北品川5-5-26 900 2.00 

バンダイネットワー

クス株式会社 
東京都港区東新橋1-6-1 900 2.00 

大和証券株式会社 東京都千代田区大手町2-6-4  489 1.08 

安藤達也  神奈川県川崎市高津区  405 0.90 

バークレイズバンク

ピーエルシーバーク

レイズキャピタルセ

キュリティーズエス

ビーエルピービーア

カウント 

（常任代理人 スタ

ンダードチャーター

ド銀行） 

54 LOMBARD STREET LONDON EC3P 3AH,UNITED KINGDOM 

BARCLAYS BANK PLC SUB-

ACCOUNT BARCLAYS CAPITAL SECURITIES LIMITED SBL/PB 

  

 

 (東京都千代田区永田町2-11-1）  

  

352 0.78 

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋1-9-1 333 0.74 

伊藤広明 東京都町田市 326 0.72 

小林真人 千葉県浦安市 313 0.69 

計 ― 14,923 33.08 



 株券等保有割合 1.48％ 

  

       大量保有者   Goldman Sachs International 

              住所      Peterborough Court,133Fleet,London EC4A 2BB UK 

              保有株券等の数 1,270株 

       株券等保有割合 2.82％ 

 大量保有者   Goldman Sachs & Co. 

              住所      85Broad Street,New York,New York 10004,U.S.A 

              保有株券等の数 40株 

       株券等保有割合 0.09％ 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数1個が含まれております。 

 ２．「端株」欄は、すべて当社保有の自己株式であります。 

②【自己株式等】 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度の内容は以下のとおりであります。 

① 旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく特別決議によるもの 

 （注）１．平成15年11月27日付及び平成16年７月20日付をもって、それぞれ株式の分割（１：３）を行ったことに伴

い、株式の数、新株引受権の行使時の払込金額が調整されております。 

２．新株引受権の内容については、「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

  平成18年８月31日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     372 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  44,733 44,733 － 

端株 普通株式     0.41 － － 

発行済株式総数 45,105.41 － － 

総株主の議決権 － 44,733 － 

  平成18年８月31日現在 

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社コネクト

テクノロジーズ 

東京都新宿区新宿4-

3-17 
372 － 372 0.82 

計 － 372 － 372 0.82 

決議年月日 平成14年２月21日 

付与対象者の区分及び人数 当社従業員16名 

新株引受権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数  100株 

新株引受権の行使時の払込金額 （注）２ 

新株引受権の行使期間  同上 

新株引受権の行使の条件  同上 

新株引受権の譲渡に関する事項  同上 

 代用払込みに関する事項  － 



② 商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく特別決議によるもの 

 （注）１．平成15年11月27日付及び平成16年７月20日付をもって、それぞれ株式の分割（１：３）を行ったことに伴

い、株式の数、新株予約権の行使時の払込金額が調整されております。 

２．新株予約権の内容については、「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

 （注）１．平成15年11月27日付及び平成16年７月20日付をもって、それぞれ株式の分割（１：３）を行ったことに伴

い、株式の数、新株予約権の行使時の払込金額が調整されております。 

２．新株予約権の内容については、「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

決議年月日 平成15年２月21日 

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役１名、当社従業員８名及び社外の協力者２

名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数  88株 

新株予約権の行使時の払込金額 （注）２ 

新株予約権の行使期間  同上 

新株予約権の行使の条件  同上 

新株予約権の譲渡に関する事項  同上 

 代用払込みに関する事項 －  

決議年月日 平成15年７月24日 

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役３名、監査役１名、従業員16名及び社外の

協力者６名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数  281株 

新株予約権の行使時の払込金額 （注）２ 

新株予約権の行使期間  同上 

新株予約権の行使の条件  同上 

新株予約権の譲渡に関する事項  同上 

 代用払込みに関する事項 －  



（注）新株予約権の内容については、「(2) 新株予約権の状況」に記載しております。 

 （注）１．当社が株式の分割または併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につい

て行われ、調整の結果生じる１株未満の端株については、これを切り捨てるものとする。 

 調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割または併合の比率  

  また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交

換を行い完全親会社となる場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株

式数の調整を行うことができるものとする。 

 ２．新株予約権１個当たりの払込金額は、次により決定される１株当たりの払込金額（以下「行使価額」とい

う。）に新株予約権１個の株式数を乗じた金額とする。 

  行使価額は、新株予約権の発行する日の属する月の前月の各日（取引が成立していない日を除く。）におけ

る東京証券取引所における当社普通株式の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げ

る。 

 ただし、当該金額が発行日の前日の終値（取引が成立しない場合は、その前日の終値）を下回る場合には、

当該終値とする。 

 なお、株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満

の端数は切り上げる。 

決議年月日 平成16年11月25日 

付与対象者の区分及び人数 当社監査役２名、従業員17名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数  470株 

新株予約権の行使時の払込金額 （注） 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項  －  

決議年月日 平成17年11月25日 

付与対象者の区分及び人数 
当社の取締役、監査役、従業員、社外協力者及び当社

子会社の取締役、監査役、従業員、社外協力者 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 1,000株を上限とする （注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額 （注）２ 

新株予約権の行使期間 平成18年１月１日から平成27年11月25日まで 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を

要する 

 代用払込みに関する事項 －  

 
  

   

調整後 

行使価額 
= 
調整前 

行使価額 
×  

１ 

分割・併合の比率 



また、新株予約権発行日後に、時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合（新株予約

権、平成14年４月１日改正前商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権及び同改正前商法第341条ノ８の規定

に基づく新株引受権付社債にかかる新株引受権の行使による場合を除く。）は、次の算式により行使価額は調

整され、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。なお、次の算式において、「既発行株式数」とは、

当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式数を控除した数をいうものとする。 

上記のほか、新株予約権発行日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場

合、その他これらの場合に準じ、発行価額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、発行価額

は適切に調整されるものとする。 

３．① 各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

 ② その他の条件については、本株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締

結する「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。 

        
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
新株式発行前の時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



２【自己株式の取得等の状況】 

        【株式の種類等】   

     旧商法220条の６に該当する普通株式 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

  該当事項はありません 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

      該当事項はありません 

    (3) 【株主総会又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

  

  （4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

３【配当政策】 

当社は、株主の皆様に対しての利益還元を経営の重要な課題の一つとして位置付けており、今後事業展開が計画 

通りに推移していった場合は、各期の業績を統合的に勘案しつつ株主様への利益配分策を検討していく方針であり 

ます。 

 なお、当社は取締役会の決議により、毎年２月末日を基準日として、中間配当を行うことができる旨を定款に定め

ております。 

  

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

 当事業年度における取得自己株式 0.9 443,400 

 当期間における取得自己株式 － － 

区分  当事業年度 当期間  

   株式数（株）  処分価額の総額（円)   株式数（株）  処分価額の総額（円）

 引き受ける者の募集を

行った取得自己株式 
－ － － －

 消却の処分を行った取

得自己株式 
－ － － －

 合併、株式交換、会社

分割に係る移転を行っ

た自己株式 

－ － － －

 その他 － － － －

 保有自己株式数 372.41 － 372.41 －



４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

なお、平成16年３月16日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については

該当事項はありません。 

２．□印は、株式分割による権利落後の株価であります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期 

決算年月 平成14年８月 平成15年８月 平成16年８月 平成17年８月 平成18年８月 

最高（円） － － 
3,970,000 

□ 1,800,000 
1,050,000 919,000 

最低（円） － － 
2,040,000 

□   801,000 
412,000 193,000 

月別 平成18年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

最高（円） 628,000 666,000 398,000 318,000 330,000 323,000 

最低（円） 433,000 361,000 268,000 201,000 193,000 219,000 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

代表取締役社

長 
  加来 徹也 昭和39年12月20日生 

昭和63年４月 日本アイ・ビー・エム㈱入社 

平成10年４月 ㈱セガエンタープライゼス出向 

平成12年５月 ㈱インデックス入社 

平成12年６月 

平成17年11月 

当社代表取締役社長就任（現任） 

株式会社コネクトリプロ代表取締

役就任（現任） 

9,896 

取締役 

経営管理グルー

プゼネラルマネ

ージャー 

小林 真人 昭和41年７月31日生 

平成元年９月 林公認会計士事務所入所 

平成10年１月 ㈱国際ファイナンス入社 

平成12年２月 フューチャーシステムコンサルテ

ィング㈱入社 

平成13年１月 当社入社 

平成14年11月 当社取締役経営管理グループゼネ

ラルマネージャー就任（現任） 

313 

取締役 

開発グループゼ

ネラルマネージ

ャー 

伊藤 広明 昭和42年９月23日生 

平成２年４月 日本アイ・ビー・エム㈱入社 

平成12年６月 当社研究開発グループマネージャ

ー 

平成15年11月 

  

平成16年５月 

当社取締役開発部ゼネラルマネー

ジャー就任          

当社取締役開発グループゼネラル

マネージャー就任（現任） 

326 

取締役   山田 昌宏 昭和43年１月５日生 

平成５年４月 ㈱ケンウッド・エンジニアリング

入社 

平成９年11月 ㈱アスキー入社 

平成10年３月 ㈱セガエンタープライゼス出向 

平成11年12月 ㈱インデックス入社 

平成12年５月 当社取締役就任（現任） 

80 

取締役 

事業戦略室ゼネ

ラルマネージャ

ー 

竹川 博之 昭和37年10月29日生 

昭和61年４月 日本アイ・ビー・エム㈱入社 

平成16年１月 当社入社 

平成16年９月 当社事業戦略室ゼネラルマネージ

ャー（現任） 

平成17年11月 当社取締役就任（現任） 

－ 

 取締役 

ソリューション

開発グループゼ

ネラルマネージ

ャー  

 安藤 達也 昭和44年９月６日生 

 平成元年３月日立ソフトウェアエンジニアリン

グ㈱入社  

 平成12年６月当社入社  

 平成15年11月当社ソリューション開発グループ

ゼネラルマネージャー（現任）  

 平成18年11月当社取締役就任（現任）  

   405  

取締役   磯 真査彦 昭和37年２月３日生 

昭和61年４月 ㈱リクルート入社 

昭和62年４月 ㈱エスコリース入社 

平成３年１月 ㈱ビー・ユー・ジー入社 

平成７年７月 ㈱サテライト取締役副社長就任 

平成９年７月 同社代表取締役就任 

平成11年９月 ㈱オープンループ取締役就任 

平成13年12月 同社取締役副社長就任 

平成13年７月 

平成17年11月 

当社取締役就任（現任） 

㈱バイオマティクス代表取締役就

任（現任） 

－ 

 



 （注）監査役長野祐三、深堀恵三及び大松澤清隆は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役であ

ります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

常勤監査役   長野 祐三 昭和16年１月４日生 

昭和39年４月 日本アイ・ビー・エム㈱入社 

昭和58年１月 同社製造工業営業本部システム室

長 

平成14年４月 当社常勤監査役就任（現任） 

20  

監査役   深堀 恵三 昭和31年３月12日生 

昭和51年４月 千代田化工建設㈱入社 

平成元年４月 ㈱ＣＳＫ入社 

平成５年４月 同社 移動体通信事業部長 

平成８年４月 Sega Soft Inc.（米国）副社長就

任 

平成12年10月 ダブルクリック㈱ＭＤ就任 

平成15年11月 当社監査役就任（現任） 

－ 

監査役   大松澤 清隆 昭和28年９月２日生 

昭和52年４月 日本発条㈱入社 

昭和55年12月 日本アイ・ビー・エム㈱入社 

平成14年８月 プラネッツコミュニケーションズ

㈱入社 

平成16年11月 当社監査役就任（現任） 

－ 

        計 11,040  



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は変化の早い事業環境にあって、経営の健全性と迅速な意思決定の両立を実現するためのコーポレート・ガバ

ナンスの強化が重要な課題であると考えております。 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

① 当社のコーポレート・ガバナンス体制の状況  

 当社の取締役会は、提出日現在、常勤取締役６名と社外取締役１名の合計７名から構成されており、社外

取締役が、常勤取締役への牽制役として機能しております。監査役会につきましては、監査役３名全員が社

外監査役であり、取締役の業務遂行を監督しております。また、毎月開催の取締役会のほか、毎週開催のゼ

ネラルマネージャー職以上によるマネージャーミーティングにも監査役の参加を要請しており、十分な議論

の上、迅速な意思決定ができる体制の確立を図っております。一方コンプライアンスに関しましては、顧問

弁護士、監査法人等の社外専門家と密接な関係を保ち、経営に法的な統制が働く仕組みを構築しておりま

す。  

 （経営管理組織その他コーポレート・ガバナンス体制の状況） 

② 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

 社外監査役長野祐三は、当社の株式20株を所有しております。 

 ③ 内部監査及び監査役監査の状況 

 当社は経営管理グループ内に内部監査担当者１名を設置し、業務の効率性改善や不正取引の発生防止等を目

的に内部監査を計画的に実施しております。内部監査担当者は、被監査部門に対して具体的な助言・勧告、業

務改善状況の確認を行うとともに、監査役会及び会計監査人との意見交換により、内部統制組織の監査及び牽

制を行っております。 

 ④ 会計監査の状況 

 当社はあずさ監査法人との間で監査契約を締結し、会計監査を受けております。当連結会計年度において会

計監査業務を執行した公認会計士は以下のとおりであり、その他公認会計士２名、会計士補６名、その他１名

が補助者として監査業務に携わっております。 

 指定社員 業務執行社員 渡邉 宣昭 

 指定社員 業務執行社員 土肥 真 

⑤ コーポレート・ガバナンス充実に向けた取り組みの最近１年間における実施状況 

 当社は、平成18年５月31日開催の取締役会において、会社法第362条第４項第６号並びに会社法施行規則第

100条第１項及び同第３項に基づき、業務運営を適正、かつ、効率的に行うことを確保するために内部統制シ

ステム構築の基本方針を決定いたしました。 

 なお、本方針は法令の改正及び社会情勢の変化等に対応するため、適宜見直しを行い、改善を図ることに

より、適法、かつ、効率的な企業体制を構築することを目的としております。 



  (2) 役員報酬及び監査報酬 

 当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬、並びに監査法人に対する監査報酬は以下のと

おりであります。 

   ① 役員報酬 

      取締役に支払った報酬 46,521千円 

      監査役に支払った報酬  8,400千円 

          計            54,921千円 

   ② 監査報酬 

      公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 14,000千円 

     (注）上記以外の報酬はありません。 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

前連結会計年度（平成16年９月１日から平成17年８月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当連

結会計年度（平成17年９月１日から平成18年８月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成してお

ります。 

ただし、前連結会計年度（平成16年９月１日から平成17年８月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のた

だし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

前事業年度（平成16年９月１日から平成17年８月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度

（平成17年９月１日から平成18年８月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

ただし、前事業年度（平成16年９月１日から平成17年８月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし

書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年９月１日から平成17年８月31日ま

で）及び当連結会計年度（平成17年９月１日から平成18年８月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度（平成16

年９月１日から平成17年８月31日まで）及び当事業年度（平成17年９月１日から平成18年８月31日まで）の財務諸表

について、あずさ監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

    
前連結会計年度 

（平成17年８月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）      

Ⅰ 流動資産      

１．現金及び預金   3,226,588  1,606,648 

２．受取手形及び売掛金   545,111  587,050 

３．たな卸資産   51,583  127,710 

４．繰延税金資産   20,037  55,013 

５．その他   23,323  53,420 

貸倒引当金   △16,901  △18,649 

流動資産合計   3,849,743 58.2  2,411,194 40.6

Ⅱ 固定資産      

１．有形固定資産      

（1）建物   30,471 53,723   

   減価償却累計額   3,409 27,062 8,699 45,023 

（2）工具器具備品   278,708 234,001   

   減価償却累計額   42,406 236,301 97,610 136,391 

  有形固定資産合計   263,363 4.0  181,414 3.1

２．無形固定資産      

（1）営業権   ―  38,800 

（2）連結調整勘定   ―  205,706 

（3）その他   152,710  154,226 

   無形固定資産合計   152,710 2.3  398,733 6.7

３．投資その他の資産      

（1）投資有価証券   2,262,196  2,820,571 

（2）長期貸付金    8,200  ― 

（3）繰延税金資産    968  9,225 

（4）敷金保証金    73,654  114,828 

（5）その他 ※１ 8,511  5,050 

投資その他の資産合計    2,353,530 35.5  2,949,675 49.6

固定資産合計   2,769,605 41.8  3,529,823 59.4

資産合計     6,619,348 100.0   5,941,017 100.0 
       

 



    
前連結会計年度 

（平成17年８月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）      

Ⅰ 流動負債      

１．買掛金   131,590  144,608 

２．短期借入金   115,334  90,000 

３．１年内返済予定長期借
入金 

  29,760  30,288 

４．未払法人税等    159,559  9,873 

５．賞与引当金   8,843  5,100 

６．その他   126,193  93,748 

流動負債合計   571,281 8.6  373,618 6.3

Ⅱ 固定負債      

１．転換社債型新株予約権
付社債 

  900,000  ― 

２．長期借入金   95,610  89,663 

３. 繰延税金負債    118,524  232,534 

４．退職給付引当金   14,655  16,667 

５．その他   ―  19,819 

固定負債合計   1,128,789 17.1  358,683 6.0

負債合計   1,700,070 25.7  732,302 12.3

（少数株主持分）      

 少数株主持分   ― ―  ― ―

（資本の部）      

Ⅰ 資本金 ※２ 2,806,287 42.4  ― ―

Ⅱ 資本剰余金   3,084,412 46.6  ― ―

Ⅲ 利益剰余金   △1,185,909 △17.9  ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  187,063 2.8  ― ―

Ⅴ 為替換算調整勘定   41,550 0.6  ― ―

Ⅵ 自己株式 ※３ △14,127 △0.2  ― ―

資本合計   4,919,277 74.3  ― ―

負債、少数株主持分及び
資本合計 

  6,619,348 100.0  ― ― 

           

 



    
前連結会計年度 

（平成17年８月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）      

Ⅰ 株主資本      

  １.資本金   ―  3,261,859 

  ２.資本剰余金   ―  3,536,567 

  ３.利益剰余金   ―  △2,016,645 

  ４.自己株式   ―  △14,570 

   株主資本合計   ― ―  4,767,211 80.2

 Ⅱ 評価・換算差額等      

  １.その他有価証券評価差  
   額金 

  ―  342,218 

  ２.為替換算調整勘定   ―  42,814 

   評価・換算差額等合計   ― ―  385,033 6.5

 Ⅲ 少数株主持分   ― ―  56,470 1.0

   純資産合計   ― ―  5,208,715 87.7

   負債純資産合計   ― ―  5,941,017 100.0

       



②【連結損益計算書】 

    
前連結会計年度 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   2,314,889 100.0  2,861,913 100.0 

Ⅱ 売上原価   1,275,974 55.1  2,007,711 70.2

売上総利益   1,038,914 44.9  854,202 29.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１,２ 686,309 29.7  1,285,698 44.9

営業利益又は営業損失
（△） 

  352,605 15.2  △431,495 △15.1

Ⅳ 営業外収益      

１．受取利息   657 1,215   

２．受取配当金   277 3,000   

３. 為替差益   ― 1,071   

４．その他   711 1,646 0.1 1,573 6,861 0.2

Ⅴ 営業外費用      

１．支払利息   3,124 8,147   

２．創立費償却    ― 971   

３．開業費償却   4,110 ―   

４．新株発行費   17,144 ―   

５．株式交付費   ― 3,278   

６．社債発行費   7,380 ―   

７．企業買収関連費用   12,793 ―   

８．為替差損    30,782 ―   

９．その他    1 75,335 3.3 392 12,791 0.4

経常利益又は経常損失
（△） 

  278,915 12.0  △437,425 △15.3

Ⅵ 特別利益      

１．固定資産売却益 ※３  19,650 ―   

２．貸倒引当金戻入益   512 ―   

３. 持分変動利益    ― 20,162 0.9 10,625 10,625 0.4

 



    
前連結会計年度 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅶ 特別損失      

１．固定資産除却損 ※４  297 8,639   

２．本社移転費用   23,850 ―   

３．関係会社出資金評価損   23,174 9,496   

４. 固定資産臨時償却費  ※５   ― 11,514   

５. 事務所移転費用    ― 12,050   

６．連結調整勘定償却額   1,713,705 ―   

７．減損損失  ※６   ― 99,999   

８．投資有価証券評価損   ― 1,761,027 76.1 301,114 442,815 15.5

税金等調整前当期純損
失 

  1,461,949 △63.2  869,615 △30.4

法人税、住民税及び事
業税 

  151,849 6,192   

法人税等調整額   △17,467 134,381 5.8 △35,668 △29,475 △1.1

少数株主損失   ― ―  9,403 0.3

当期純損失   1,596,331 △69.0  830,735 △29.0

       



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

      連結剰余金計算書  

    
前連結会計年度 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

（資本剰余金の部）   

Ⅰ 資本剰余金期首残高   1,030,471

Ⅱ 資本剰余金増加高   

１．新株予約権行使による
新株式の発行 

  2,053,941 2,053,941

Ⅲ 資本剰余金期末残高   3,084,412 

（利益剰余金の部）   

Ⅰ 利益剰余金期首残高   410,421

Ⅱ 利益剰余金減少高   

１．当期純損失   1,596,331 1,596,331

Ⅲ 利益剰余金期末残高   △1,185,909

    



連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平17年９月１日 至 平成18年８月31日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成17年８月31日 残高（千円） 2,806,287 3,084,412 △1,185,909 △14,127 4,690,663 

連結会計年度中の変動額      

新株の発行（千円） 455,571 452,155     907,726 

当期純損失（千円）     △830,735   △830,735 

自己株式の取得（千円）       △443 △443 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 
（千円） 

          

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

455,571 452,155 △830,735 △443 76,547 

平成18年８月31日 残高（千円） 3,261,859 3,536,567 △2,016,645 △14,570 4,767,211 

 

評価・換算差額等 

  少数株主持分    純資産合計 
その他有価証券 
  評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

平成17年８月31日 残高（千円） 187,063 41,550 228,613 ― 4,919,277 

連結会計年度中の変動額      

新株の発行（千円）         907,726 

当期純損失（千円）         △830,735 

自己株式の取得（千円）         △443 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 
（千円） 

155,154 1,264 156,419 56,470 212,889 

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

155,154 1,264 156,419 56,470 289,437 

平成18年８月31日 残高（千円） 342,218 42,814 385,033 56,470 5,208,715 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

税金等調整前当期純損失  △1,461,949 △869,615 

減価償却費  43,519 112,041 

固定資産臨時償却費  ― 11,514 

減損損失  ― 99,999 

連結調整勘定償却額  1,713,705 41,141 

貸倒引当金の増減額  1,593 1,747 

賞与引当金の増減額  1,595 △3,743 

退職給付引当金の増減額  2,495 2,011 

受取利息及び受取配当金  △934 △4,215 

支払利息  3,124 8,147 

為替差損益  △367 ― 

新株発行費  17,144 ― 

株式交付費  ― 3,278 

社債発行費  7,380 ― 

開業費償却  4,110 ― 

企業買収関連費用  12,793 ― 

投資有価証券評価損   ― 301,114 

関係会社出資金評価損   23,174 9,496 

本社移転費用  18,415 ― 

事務所移転費用   ― 7,131 

売上債権の増減額  △199,267 △39,678 

たな卸資産の増減額  12,682 △75,935 

仕入債務の増減額  △14,050 13,018 

未収消費税等及び未払消
費税等の増減額 

 △11,577 △13,918 

その他  66,414 △40,134 

小計  240,000 △436,597 

利息及び配当金の受取額  936 4,059 

利息の支払額  △3,500 △8,649 

法人税等の支払額  △133,836 △166,201 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 103,599 △607,388 

 



   
前連結会計年度 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

投資有価証券の取得によ
る支出 

 △1,731,796 △797,890 

投資有価証券の売却によ
る収入  

 ― 200,000 

連結範囲の変更を伴う子
会社株式の取得による支
出 

※２  △1,185,474 △226,447 

有形固定資産の取得によ
る支出 

 △240,536 △59,554 

無形固定資産の取得によ
る支出 

 △84,155 △63,324 

営業譲受による支出 ※３  △450,000 △48,500 

企業買収関連費用の支出  △12,793 ― 

敷金保証金の差入による
支出 

 △46,073 △62,338 

敷金保証金の回収による
収入 

 3,706 21,163 

その他  △14,336 △23,817 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △3,761,459 △1,060,707 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

短期借入金の増減額  57,000 △25,334 

長期借入れによる収入  110,000 100,000 

長期借入金の返済による
支出 

 △21,183 △105,419 

転換社債型新株予約権付
社債の発行による収入 

 4,992,620 ― 

少数株主の払込による収
入  

 ― 76,500 

株式の発行による収入  13,126 7,599 

自己株式の取得による支
出 

 △8,327 △443 

その他  △16,147 △8,721 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 5,127,088 44,182 

 



   
前連結会計年度 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 367 3,973 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
減額 

 1,469,596 △1,619,939 

Ⅵ 現金及び現金同等物期首
残高 

 1,756,991 3,226,588 

Ⅶ 現金及び現金同等物期末
残高 

※１  3,226,588 1,606,648 

     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

１．連結の範囲に関する事

項 

 （1）連結子会社の数  ４社 

 連結子会社の名称 

 Winnow Technologies Inc. 

  ㈱エスエス研究所 

  ㈱NTCホールディングス 

  スカイメディア㈱ 

  Winnow Technologies Inc.につい

ては、当連結会計年度において新た

に設立したため、連結の範囲に含め

ております。 

 ㈱エスエス研究所、㈱NTCホール

ディングス、スカイメディア㈱につ

いては、当連結会計年度において株

式の取得によって子会社としたた

め、連結の範囲に含めております。 

  

  

  

  

  

 （2）非連結子会社の名称等 

恒接信息科技（上海）有限公司 

（連結の範囲から除いた理由） 

 恒接信息科技（上海）有限公司

は、小規模会社であり、総資産、売

上高、当期純損失及び利益剰余金等

は、いずれも連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしてないためでありま

す。 

 （1）連結子会社の数  ７社 

 連結子会社の名称 

 Winnow Technologies Inc. 

  ㈱エスエス研究所 

  ㈱NTCホールディングス 

  ㈱インクルーズ 

 ㈲Mobile１ 

  ㈲１８ 

 ㈱コネクトリプロ 

  ㈲Mobile1及び㈲１８について

は、当連結会計年度において持分の

取得によって子会社としたため、連

結の範囲に含めております。 

 ㈱コネクトリプロについては、当

連結会計年度において新たに設立し

たため、連結の範囲に含めておりま

す。 

 なお、スカイメディア㈱は、平成

18年２月13日に社名変更し、㈱イン

クルーズとなっております。 

 （2）非連結子会社の名称等 

恒接信息科技（上海）有限公司 

（連結の範囲から除いた理由） 

 恒接信息科技（上海）有限公司

は、小規模会社であり、総資産、売

上高、当期純損失及び利益剰余金等

は、いずれも連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしてないためでありま

す。 

 なお、同社は平成18年６月29日付

で清算しております。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

２．持分法の適用に関する

事項 

（1）持分法を適用していない非連結子会

社 

 恒接信息科技（上海）有限公司 

 恒接信息科技（上海）有限公司

は、当期純損失及び利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり、かつ全体

としても重要性がないため、持分法

の適用から除外しております。 

 （2）    ────── 

（1）持分法を適用していない非連結子会

社 

           同左        

  

  

  

  

  

 （2）他の会社等の議決権の20％以上、

50％以下を自己の計算において所有

しているにも関わらず関連会社とし

なかった当該他の会社等の名称 

スマートワイヤレス㈱ 

（関連会社としなかった理由）  

 当社グループは、スマートワイヤ

レス㈱の議決権の20.5％を所有して

おりますが、財務及び営業又は事業

の方針の決定に対する影響が一時的

であると認められるためでありま

す。 

３．連結子会社の事業年度

等に関する事項 

 連結子会社のうちWinnow Technologies 

Inc.の決算日は６月30日、スカイメディ

ア㈱の決算日は７月31日であります。連

結財務諸表の作成にあたっては、決算日

現在の財務諸表を使用し、連結決算日と

の間に生じた重要な取引については、連

結上必要な調整を行っております。 

 また、㈱エスエス研究所の決算日は３

月31日であります。連結財務諸表の作成

にあたっては、連結決算日現在で実施し

た仮決算に基づく財務諸表を使用してお

ります。 

 なお、㈱NTCホールディングスの決算

日は、連結決算日と一致しております。 

  連結子会社のうちWinnow Technologies

Inc.の決算日は６月30日、㈱インクルー

ズの決算日は７月31日であります。連結

財務諸表の作成にあたっては、決算日現

在の財務諸表を使用し、連結決算日との

間に生じた重要な取引については、連結

上必要な調整を行っております。 

 また、㈱エスエス研究所の決算日は、

平成18年６月22日付の定時株主総会決議

により、３月31日から８月31日に変更し

ており連結決算日と一致しております。

当事業年度は５ケ月決算となっておりま

すが、連結財務諸表の作成にあたって

は、平成17年９月１日から平成18年８月3

1日までの財務諸表を使用しております。

 ㈲Mobile１の決算日は９月30日、㈲１

８の決算日は12月31日ですが、両社は平

成18年８月１日に新設合併により消滅

し、㈱Mobile１が設立されたことから、

７月31日を決算日として連結しておりま

す。 

 ㈱NTCホールディングスの決算日は８月

31日ですが、同社は平成18年８月14日付

で㈱インクルーズに吸収合併されている

ため、８月13日を決算日として連結して

おります。 

 なお、㈱コネクトリプロの決算日は、

連結決算日と一致しております。  

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

４．会計処理基準に関する

事項 

  

 （1）重要な資産の評価基

準及び評価方法 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

イ 有価証券 

   その他有価証券 

   時価のあるもの 

  連結決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用しておりま

す。  

時価のないもの  

 移動平均法による原価法を採用し

ております。 

ロ たな卸資産 

  商品 

    ──────  

  

    製品 

      ──────  

イ 有価証券 

   その他有価証券 

   時価のあるもの 

  連結決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用しておりま

す。 

時価のないもの  

  同左 

  

ロ たな卸資産 

  商品 

   先入先出法による原価法を採用し

ております。 

    製品 

   先入先出法による原価法を採用し

ております。 

  

  

  

  

   

  

  

  

 （2）重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

     原材料 

    ──────  

  

  

  

    仕掛品 

   個別法による原価法を採用してお

ります。 

  イ 有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は定率法

を、また在外連結子会社は当該国の

会計基準の規定に基づく加速度償却

法及び定額法を採用しております。 

主な耐用年数 

    建物     ３～20年 

     工具器具備品 ４～15年 

 ロ 無形固定資産 

  定額法を採用しております。な

お、市場販売目的のソフトウェアに

ついては、見込販売可能期間（３年

以内）、自社利用ソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用して

おります。 

  

  

ハ 長期前払費用 

   定額法を採用しております。 

     原材料 

   リサイクル用携帯電話については

先入先出法、その他の原材料につい

ては移動平均法による原価法を採用

しております。 

    仕掛品 

    同左 

  

  イ 有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は定率法

を、また在外連結子会社は当該国の

会計基準の規定に基づく加速度償却

法及び定額法を採用しております。 

主な耐用年数 

    建物     ３～40年 

     工具器具備品 ４～15年 

 ロ 無形固定資産 

  定額法を採用しております。な

お、市場販売目的のソフトウェアに

ついては、見込販売可能期間（３年

以内）、自社利用ソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用して

おります。また、営業権について

は、５年間で毎期均等額を償却して

おります。 

ハ 長期前払費用 

   同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

 （3）繰延資産の処理方法 イ 創立費 

    ──────  

  

ロ 開業費 

 支出時に全額費用処理しておりま

す。  

ハ 新株発行費 

 支出時に全額費用処理しておりま

す。  

ニ 社債発行費 

 支出時に全額費用処理しておりま

す。  

イ 創立費 

 支出時に全額費用処理しておりま

す。  

ロ 開業費 

    ────── 

  

ハ 株式交付費 

 支出時に全額費用処理しておりま

す。  

ニ 社債発行費 

       ──────  

  

 （4）重要な引当金の計上

基準 

イ 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上してお

ります。  

ロ 賞与引当金 

  一部の連結子会社では従業員の賞

与の支給に備えるため、支給対象期

間を基礎に当連結会計年度の負担に

属する支給見込額を計上しておりま

す。 

 ハ 退職給付引当金 

  一部の連結子会社では従業員の退

職給付に備えるため、当連結会計年

度末の退職給付債務（簡便法による

期末自己都合要支給額）を計上して

おります。 

イ 貸倒引当金 

  同左 

  

  

  

  

  

ロ 賞与引当金 

 同左 

  

  

 

  

 ハ 退職給付引当金 

  同左 

  

  

  

  

 （5）重要なリース取引の

処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。  

  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。  

 なお、在外連結子会社においては、

主として通常の売買取引に係る方法に

準じた会計処理を採用しております。 

  （6）その他の連結財務諸

表作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

     同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

 ５．連結子会社の資産及び

負債の評価に関する事

項 

  連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっております。 

      同左 

 ６．連結調整勘定の償却に

関する事項 

  連結調整勘定の償却については、原則

としてその投資効果の発現すると見積も

られる期間で償却することとしておりま

す。 

 なお、当社をとりまく事業環境は急速

な技術革新や競争激化が進行しており、

当社が当連結会計年度において実施した

複数の企業買収の主目的は、多種多様な

分野・業態への今後の展開のための研究

開発に資することにあるため、その投資

効果の発現する期間を合理的に見積もる

ことが極めて困難であることから、発生

時に全額を償却しております。 

  連結調整勘定の償却については、原則

としてその投資効果の発現すると見積も

られる期間で償却することとしておりま

す。  

 ７．利益処分項目等の取扱

いに関する事項 

 連結会計年度中に確定した利益処分又

は損失処理に基づいて作成しておりま

す。 

         ────── 

 ８．連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金

の範囲 

  手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ケ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

     同左 



会計処理の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

 ──────  (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当連結会計年度より固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。 

 これにより税金等調整前当期純損失は、99,999千円増

加しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。  

  ──────  (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 

 当連結会計年度より「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12

月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は5,152,244千

円であります。 

 なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年

度における連結貸借対照表の純資産の部については、改

正後の連結財務諸表規則により作成しております。 



追加情報 

注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

 （外形標準課税） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当連結会計年度から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算書上の表示につい

ての実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基

準委員会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付

加価値割及び資本割については、販売費及び一般管理費

に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が15,319千円増加

し、営業利益及び経常利益が15,319千円減少し、税金等

調整前当期純損失が、15,319千円増加しております。 

  ────── 

前連結会計年度 
（平成17年８月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年８月31日） 

 ※１ 非連結子会社に対するものは、次のとおりでありま

す。 

関係会社出資金     ０千円 

 ※１．           ──────    

  

 ※２ 当社の発行済株式総数は、普通株式42,522.51株で

あります。 

 ※２．       ────── 

※３ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式371.51株

であります。  

 ※３．       ────── 



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

  ※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額 

 は次のとおりであります。 

  ※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額 

 は次のとおりであります。 

役員報酬 99,811千円 

給与手当  168,330千円 

支払手数料  123,005千円 

研究開発費  82,991千円 

貸倒引当金繰入額    2,105千円 

賞与引当金繰入額  1,429千円 

退職給付費用 232千円 

役員報酬 137,485千円 

給与手当  346,070千円 

支払手数料  134,788千円 

研究開発費  177,910千円 

貸倒引当金繰入額 4,127千円 

賞与引当金繰入額  509千円 

退職給付費用 220千円 

連結調整勘定償却額 41,141千円 

  ※２．一般管理費に含まれる研究開発費は、82,991千円 

 であります。 

  ※２．一般管理費に含まれる研究開発費は、177,910千円

 であります。 

  ※３ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

    工具器具備品           19,650千円 

  ※３．         ────── 

  ※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

    工具器具備品             297千円 

  ※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

    工具器具備品             984千円 

    ソフトウェア            7,654千円 

  ※５．       ──────   ※５．固定資産臨時償却費の内容は次のとおりでありま 

 す。 

  ソフトウェア           11,514千円 

  ※６．        ──────   ※６．減損損失 

 当連結会計年度において、当社は以下の資産につい

て減損損失を計上いたしました。 

 （減損損失の認識に至った経緯） 

当社が所有する賃貸リース用資産としての音楽ダウ

ンロード端末については、設置店舗数の伸び悩みか

ら、一部が遊休状態となっております。これらについ

ては将来の利用見込みが極めて不透明であるため、当

該資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損

失99,999千円を特別損失に計上しております。 

 （減損損失の金額） 

用途 種類 場所  

賃貸用音楽ダウン

ロード端末 
工具器具備品   東京都新宿区

種類 金額 

 工具器具備品  99,999千円 

  （グルーピングの方法） 

当社は、主として事業の区分をもとに概ね独立した

キャッシュ・フローを生み出す最小の単位によって資

産のグルーピングを行っており、現在遊休状態にあ

り、今後も事業の用に供する予定が極めて不透明なも

のについては遊休資産としてグルーピングしておりま

す。 

 （回収可能価額の算定方法等） 

 回収可能価額は正味売却価額より算定しております

が、特定の相手先に対して賃貸する目的で製造された

機器であり、売却可能性がないため、備忘価額によっ

ております。 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

   （注）１．転換社債型新株予約権付社債の権利行使により増加した普通株式の数2,097.9株と、 

        新株予約権の権利行使により増加した普通株式の数485株であります。 

      ２．自己株式の増加は端株の買取によるものであります。 

       

  当連結会計年度（自平成17年９月１日 至平成18年８月31日） 

  発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 
 

 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式     

普通株式（注）１ 42,522.51 2,582.9 ― 45,105.41 

 合 計 42,522.51 2,582.9 ― 45,105.41 

自己株式     

普通株式（注）２ 371.51 0.9 ― 372.41 

 合 計 371.51 0.9 ― 372.41 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

 ※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

 ※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年８月31日現在） （平成18年８月31日現在） 

現金及び預金勘定  3,226,588千円 

現金及び現金同等物  3,226,588千円 

現金及び預金勘定  1,606,648千円 

現金及び現金同等物  1,606,648千円 

 ※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳  

   （１） 株式の取得により新たに株式会社エスエス研究

所を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負

債の内訳並びに株式会社エスエス研究所株式の取

得価額と株式会社エスエス研究所取得のための支

出（純額）との関係は次のとおりであります。 

  

   （千円）

流動資産  143,571

固定資産  10,320

連結調整勘定  241,369

流動負債  △166,102

固定負債  △29,160

株式会社エスエス研究所

株式の取得価額 
 200,000

株式会社エスエス研究所

現金及び現金同等物 
 △13,731

差引：株式会社エスエス

研究所取得のための支出 
 186,268

 ※２ 出資持分の取得により新たに連結子会社となった

会社の資産及び負債の主な内訳  

 （１） 出資持分の取得により新たに有限会社Mobile１を

連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の

内訳並びに有限会社Mobile１出資持分の取得価額

と有限会社Mobile１取得のための支出（純額）と

の関係は次のとおりであります。 

   （千円）

流動資産  4,979

固定資産  1,079

連結調整勘定  92,249

流動負債  △21,182

有限会社Mobile１出資持

分の取得価額 
 77,125

有限会社Mobile１現金及

び現金同等物 
 △4,183

差引：有限会社Mobile１

取得のための支出 
 72,941

  （２） 株式の取得により新たにスカイメディア株式会

社を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負

債の内訳並びにスカイメディア株式会社株式の取

得価額とスカイメディア株式会社取得のための支

出（純額）との関係は次のとおりであります。 

   （千円）

流動資産  77,673

固定資産  44,340

連結調整勘定  738,732

流動負債  △134,187

固定負債  △4,559

スカイメディア株式会社

株式の取得価額 
 722,000

スカイメディア株式会社

現金及び現金同等物 
 △48,148

差引：スカイメディア株

式会社取得のための支出 
 673,851

  （２） 出資持分の取得により新たに有限会社18を連結し

たことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並び

に有限会社18出資持分の取得価額と有限会社18取得

のための支出（純額）との関係は次のとおりであり

ます。 

   （千円）

流動資産  23,866

固定資産  1,085

連結調整勘定  154,598

流動負債  △5,719

有限会社18出資持分の取

得価額 
 173,830

有限会社18現金及び現金

同等物 
 △20,324

差引：有限会社18取得の

ための支出 
 153,506

 



前連結会計年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

（３） 株式の取得により新たに株式会社NTCホールデ

ィングスを連結したことに伴う連結開始時の資産

及び負債の内訳並びに株式会社NTCホールディン

グス株式の取得価額と株式会社NTCホールディン

グス取得のための支出（純額）との関係は次のと

おりであります。 

   （千円）

流動資産  44,861

固定資産  335

連結調整勘定  283,604

流動負債  △801

株式会社NTCホールディン

グス株式の取得価額 
 328,000

株式会社NTCホールディン

グス現金及び現金同等物 
 △2,645

差引：株式会社NTCホール

ディングス取得のための支

出 

 325,354

           ────── 

 ※３ 営業の譲受けにより増加した資産及び負債の主な

内訳  

当連結会計年度に営業の譲受けにより増加した資

産の主な内訳は次のとおりであります。 

   （千円）

 固定資産  450,000

 資産合計  450,000

 ※３ 営業の譲受けにより増加した資産及び負債の主な

内訳  

当連結会計年度に営業の譲受けにより増加した資

産の主な内訳は次のとおりであります。 

   （千円）

 固定資産  48,500

 資産合計  48,500

   ４ 重要な非資金取引の内容 

 転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の行使 

  （千円）

転換社債型新株予約権付社

債の新株予約権の行使によ

る資本金増加額 

2,050,002

転換社債型新株予約権付社

債の新株予約権の行使によ

る資本準備金増加額 

2,049,997

新株予約権の行使による転

換社債型新株予約権付社債

減少額 

4,100,000

   ４ 重要な非資金取引の内容 

 転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の行使 

  （千円）

転換社債型新株予約権付社

債の新株予約権の行使によ

る資本金増加額 

450,001

転換社債型新株予約権付社

債の新株予約権の行使によ

る資本準備金増加額 

449,998

新株予約権の行使による転

換社債型新株予約権付社債

減少額 

900,000



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．借主側 １．借主側 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具備品 34,269 19,175 15,094

合計 34,269 19,175 15,094

取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具備品 24,761 16,375 8,386

合計 24,761 16,375 8,386

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内 6,925千円

１年超 8,894千円

合計 15,820千円

  

１年内 5,602千円

１年超 3,291千円

合計 8,894千円

③  支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

③  支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 7,336千円

減価償却費相当額 6,505千円

支払利息相当額 678千円

支払リース料 7,312千円

減価償却費相当額 6,700千円

支払利息相当額 431千円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

  

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

  

 ２．貸主側  ２．貸主側 

① リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高 

① リース物件の取得価額、減価償却累計額、減損損失

累計額及び期末残高 

  
取得価額 
（千円） 

減価償却累
計額 
（千円） 

期末残高 
（千円） 

工具器具備品 66,666 3,075 63,591

合計 66,666 3,075 63,591

取得価額 
（千円） 

減価償却累
計額 
（千円） 

期末残高 
（千円） 

工具器具備品 100,000 38,840 61,159

合計 100,000 38,840 61,159

 ② 未経過リース料期末残高相当額  ② 未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 21,242千円

 １年超 42,842千円

 合計 64,085千円

 １年内 33,445千円

 １年超 32,175千円

 合計 65,621千円

 



前連結会計年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

 ③  受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額  ③  受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 

受取リース料 3,000千円

減価償却費 3,075千円

受取利息相当額 418千円

受取リース料 36,000千円

減価償却費 35,765千円

受取利息相当額 4,202千円

 ④ 利息相当額の算定方法 

利息相当額の各期への配分方法については、利息法に

よっております。 

 ④ 利息相当額の算定方法 

同左 

  

  （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 



（有価証券関係） 

前連結会計年度（平成17年８月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 ２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当連結会計年度（平成18年８月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

   （注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について、51,540千円の減損処理を 

      行っております。 

  

     ２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日） 

            売却損益の合計額の重要性が乏しいため記載を省略しております。 

  

 ３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

   （注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のない株式について、249,574千円の減損処理を 

      行っております。  

 種類 取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上
額（千円） 

差額（千円） 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 
株式 115,000 430,400 315,400 

合計 115,000 430,400 315,400 

 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 1,831,796 

 種類 取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上
額（千円） 

差額（千円） 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 
株式 240,000 817,000 577,000 

            小計 240,000 817,000 577,000 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 
株式 23,460 23,460 ― 

            小計 23,460 23,460 ― 

合計 263,460 840,460 577,000 

 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 1,960,111 

非上場転換社債型新株予約権付社債 20,000 



（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自平成16年９月１日 至平成17年８月31日） 

当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成17年９月１日 至平成18年８月31日） 

当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

 １．採用している退職給付制度の概要 

 一部の連結子会社では、退職金規定に基づく退職一時金制度を採用しております。 

 ２．退職給付債務に関する事項 

 ３．退職給付費用に関する事項 

 ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 退職給付債務の算定に当たっては、簡便法（自己都合退職による期末要支給額の100％を退職給付債務とする

方法）を採用しております。 

 
前連結会計年度 

（平成17年８月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年８月31日） 

(1）退職給付債務（千円） 14,655 16,667 

(2）退職給付引当金（千円） 14,655 16,667 

 
前連結会計年度 

（平成17年８月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年８月31日） 

勤務費用（退職給付費用） 2,495 4,280 



（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

（注）付与日現在の株式数に換算して記載しております。 

 なお、平成15年11月27日及び平成16年７月20日にそれぞれ1：3の株式分割を実施しております。これにより、

ストックオプション数が調整されております。 

  

  (2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株

式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

 
平成14年２月21日 
臨時株主総会決議 

平成15年２月21日  
臨時株主総会決議  

平成15年７月24日  
臨時株主総会決議  

平成17年６月８日 
定時株主総会決議 

付与対象者の

区分及び数 

当社取締役２名、   

当社従業員14名 

当社取締役１名、  

当社従業員８名及び 

社外の協力者２名 

当社取締役４名、監査

役１名、従業員15名及

び社外の協力者６名 

当社監査役２名、   

従業員17名 

ストック・オ

プション数 
普通株式    100株  普通株式    88株  普通株式   281株 普通株式    470株

付与日 平成14年２月25日  平成15年２月21日   平成15年8月20日 平成17年６月８日 

権利確定条件  該当事項はありません  同左  同左  同左 

対象勤務期間  該当事項はありません  同左  同左  同左 

権利行使期間 
 平成16年３月１日から 

平成21年２月28日まで 

 平成17年３月１日から

 平成22年２月28日まで

 平成15年８月26日から

 平成25年７月23日まで

 平成17年９月１日から

 平成26年11月25日まで

 
平成14年２月21日 
臨時株主総会決議 

平成15年２月21日   
臨時株主総会決議   

平成15年７月24日  
臨時株主総会決議  

平成16年11月25日 
定時株主総会決議 

権利確定前   

（株） 
        

前連結会計年

度末 
－ － － － 

付与 － － － － 

失効 － － － － 

権利確定 － － － － 

未確定残 － － － － 

権利確定後   

（株） 
        

前連結会計年

度末 
534 549 1,728 470 

権利確定 － － － － 

権利行使 305 108 72 － 

失効 － 18 18 90 

未行使残 229 423 1,638 380 



② 単価情報 

 
平成14年２月21日 
臨時株主総会決議 

平成15年２月21日   
臨時株主総会決議    

平成15年７月24日   
臨時株主総会決議   

平成16年11月25日  
定時株主総会決議  

権利行使価格  

（円） 
13,334 16,112 26,667 564,624 

行使時平均株価 

（円） 
610,669   575,254  581,212  －  

公正な評価単価

（付与日）

（円） 

－  －  －  －  



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
 （平成17年８月31日） 

当連結会計年度 
 （平成18年８月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（単位：千円） （単位：千円）

繰延税金資産（流動）     

税務上の繰越欠損金  16,820 

未払事業税否認額  15,089 

賞与引当金否認額  2,997 

貸倒引当金繰入限度超過額  1,791 

営業権償却超過額   1,053 

一括償却資産損金算入限度超過額   677 

開業費償却超過額  330 

その他   356 

小計   39,115 

評価性引当額   △19,078 

 繰延税金資産（流動）合計   20,037 

繰延税金資産（固定）    

税務上の繰越欠損金  44,791 

関係会社出資金評価損  9,429 

 退職給付引当金繰入限度超過額   5,306 

  貸倒引当金繰入限度超過額   4,997 

 開業費償却超過額    1,323 

 営業権償却超過額   968 

 一括償却資産損金算入限度超過額    382 

   小計   67,198 

 評価性引当額   △56,418 

繰延税金資産（固定）合計    10,780 

繰延税金負債（固定）     

 その他有価証券評価差額金   △128,336 

  繰延税金負債（固定）合計   △128,336 

繰延税金負債の純額   △97,520 

繰延税金資産（流動）     

税務上の繰越欠損金  61,884 

未払事業税否認額  2,838 

賞与引当金否認額  2,144 

貸倒引当金繰入限度超過額   7,621 

一括償却資産損金算入限度超過額  1,743 

その他   1,311 

小計   77,544 

評価性引当額   △22,530 

 繰延税金資産（流動）合計   55,013 

繰延税金資産（固定）    

税務上の繰越欠損金  285,309 

減損損失否認額  40,689 

 固定資産未実現利益   9,225 

  退職給付引当金繰入限度超過額   7,008 

 固定資産臨時償却費否認額    3,563 

 一括償却資産損金算入限度超過額   1,193 

 その他    184 

   小計   347,175 

 評価性引当額   △335,702 

繰延税金資産（固定）合計    11,472 

繰延税金負債（固定）     

 その他有価証券評価差額金   △234,781 

  繰延税金負債（固定）合計   △234,781 

繰延税金負債の純額   △168,295 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

税金等調整前当期純損失のため、記載しておりませ

ん。 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

同左 

  



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年９月１日 至平成17年８月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 
事業の区分は、内部管理上採用している区分に基づき、市場及び事業形態を考慮して決定しております。 

２． 各区分に属する主な事業内容 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

 ４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産 

 

コンテンツ
＆ソリュー
ション事業 
（千円） 

プロダクツ
事業 
（千円） 

リサーチ＆
コンサルテ
ィング事業
（千円） 

サービス事
業（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業利益               

売上高               

(1）外部顧客に対する
売上高 

1,165,240 716,322 257,049 176,277 2,314,889 ― 2,314,889 

(2）セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

― 3,255 ― 2,058 5,313 △5,313 ― 

計 1,165,240 719,577 257,049 178,335 2,320,203 △5,313 2,314,889 

営業費用 850,743 343,428 89,705 168,064 1,451,942 510,342 1,962,284 

営業利益 314,497 376,149 167,343 10,270 868,260 △515,655 352,605 

Ⅱ．資産、減価償却費及
び資本的支出 

              

資産 531,542 362,889 125,829 369,924 1,390,185 5,229,162 6,619,348 

減価償却費 13,492 14,911 2,444 5,343 36,191 7,327 43,519 

資本的支出 31,125 96,759 5,685 200,194 333,766 18,925 352,691 

事業区分 事業内容 

コンテンツ＆ソリューション事業 
主に携帯電話を利用したサービスを実現するためのシス
テム開発、サーバ構築、運用等 

プロダクツ事業 

当社グループが蓄積してきたノウハウを、ツール（開発
を容易にするユーティリティ・ソフト）やライブラリ
（プログラムの集合体）、エンジン（特定の処理を行う
際の中心機能）といったソフトウエア、プロダクツとし
て提供する事業及び、ハードウエアの設計、開発、販売
等 

リサーチ＆コンサルティング事業 
移動体通信キャリア、端末メーカー、携帯電話向けのサ
ービス展開を検討している企業向けのコンサルティング
及びシステム開発等 

サービス事業 エンドユーザーに向けて直接通信サービスを提供 

  
当連結会計年度 
（千円） 

主な内容 

消去又は全社の項目に含めた配賦不能 
営業費用の金額 

512,600 当社の管理部門に係る費用であります。 

  
当連結会計年度 
（千円） 

主な内容 

 消去又は全社の項目に含めた全社資産
の金額 

5,229,162 
当社の投資及び運用資金（現金及び預
金）、長期投資資金（投資有価証券）及
び管理部門に係る資産等であります。  



当連結会計年度（自平成17年９月１日 至平成18年８月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 
事業の区分は、内部管理上採用している区分に基づき、市場及び事業形態を考慮して決定しております。 
なお、各事業に含まれるプロジェクトの性質が変化してきたことを考慮し、当連結会計年度よりコンテンツ
＆ソリューション事業からシステムソリューション事業へ、リサーチ＆コンサルティング事業からコンサル
ティング事業へ事業区分の名称を変更しております。この変更による影響額はありません。 

２． 各区分に属する主な事業内容 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

 ４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産 

 

システムソ
リューショ
ン事業 
（千円） 

プロダクツ
事業 
（千円） 

コンサルテ
ィング事業
（千円） 

サービス事
業（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業利益               

売上高               

(1）外部顧客に対する
売上高 

1,371,712 667,923 138,014 684,262 2,861,913 ― 2,861,913 

(2）セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

7,627 19,000 ― 2,850 29,477 △29,477 ― 

計 1,379,339 686,923 138,014 687,112 2,891,390 △29,477 2,861,913 

営業費用 1,220,397 599,324 88,101 741,993 2,649,817 643,592 3,293,409 

営業利益又は営業損
失（△） 

158,942 87,599 49,913 △54,881 241,573 △673,069 △431,495 

Ⅱ．資産、減価償却費及
び資本的支出 

              

資産 491,091 593,737 21,557 554,859 1,661,245 4,279,771 5,941,017 

減価償却費 17,425 53,870 2,602 31,134 105,032 7,008 112,041 

減損損失  ― ― ― 99,999 99,999 ― 99,999 

資本的支出 20,011 93,892 2,736 78,489 195,129 8,462 203,591 

事業区分 事業内容 

システムソリューション事業 
主に携帯電話を利用したサービスを実現するためのシス
テム開発、サーバ構築、運用等 

プロダクツ事業 

当社グループが蓄積してきたノウハウを、ツール（開発
を容易にするユーティリティ・ソフト）やライブラリ
（プログラムの集合体）、エンジン（特定の処理を行う
際の中心機能）といったソフトウエア、プロダクツとし
て提供する事業及び、ハードウエアの設計、開発、販売
等 

コンサルティング事業 
移動体通信キャリア、端末メーカー、携帯電話向けのサ
ービス展開を検討している企業向けのコンサルティング
及びシステム開発等 

サービス事業 エンドユーザーに向けて直接通信サービスを提供 

  
当連結会計年度 
（千円） 

主な内容 

消去又は全社の項目に含めた配賦不能 
営業費用の金額 

654,069 当社の管理部門に係る費用であります。 

  
当連結会計年度 
（千円） 

主な内容 

 消去又は全社の項目に含めた全社資産
の金額 

4,279,771 
当社の投資及び運用資金（現金及び預
金）、長期投資資金（投資有価証券）及
び管理部門に係る資産等であります。  



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年９月１日 至平成17年８月31日） 

 当連結会計年度において、本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの

資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90%超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しており

ます。 

当連結会計年度（自平成17年９月１日 至平成18年８月31日） 

 当連結会計年度において、本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの

資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90%超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しており

ます。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成16年９月１日 至平成17年８月31日） 

 当連結会計年度において、海外売上高は連結売上高の10%未満であるため、海外売上高の記載を省略しており

ます。 

当連結会計年度（自平成17年９月１日 至平成18年８月31日） 

 当連結会計年度において、海外売上高は連結売上高の10%未満であるため、海外売上高の記載を省略しており

ます。 

【関連当事者との取引】 

 前連結会計年度（自平成16年９月１日 至平成17年８月31日） 

 取引に重要性がないため記載しておりません。 

 当連結会計年度（自平成17年９月１日 至平成18年８月31日） 

 取引に重要性がないため記載しておりません。 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前連結会計年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

１株当たり純資産額 116,706.06円

１株当たり当期純損失金額 41,711.25円

１株当たり純資産額 115,177.72円

１株当たり当期純損失金額 18,595.51円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失で

あるため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失で

あるため記載しておりません。 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

１株当たり当期純損失金額     

 当期純損失（千円） 1,596,331 830,735 

 普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 

 普通株式に係る当期純損失（千円） 1,596,331 830,735 

 期中平均株式数（株） 38,271 44,674 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

新株予約権付社債１種類（目的と

なる株式の数2,097.90株）、新株

予約権４種類（新株予約権の目的

となる株式の数3,281株） 

新株予約権４種類（目的となる株

式の数2,670株） 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成16年９月１日 
    至 平成17年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
    至 平成18年８月31日） 

  1. 転換社債型新株予約権付社債の新株への転換 

  当社が平成16年９月30日に発行した第１回無担保転

換社債型新株予約権付社債（総額5,000,000千円）につ

き、平成17年９月１日付（700,000千円）、平成17年９

月６日付（200,000千円）で、新株予約権の権利行使に

よる新株への転換が行われました。その内容は以下の

とおりであります。 

   (1) 転換社債型新株予約権付社債の減少額 

                                       900,000千円 

   (2) 資本金の増加額         450,001千円 

   (3) 資本剰余金の増加額       449,998千円 

   (4) 増加した株式の種類及び株数 

                              普通株式 2,097.90株 

  ２．平成17年11月25日開催の当社第６期定時株主総会に

おいて、ストックオプションとして新株予約権を発

行する決議をいたしました。その概要は次のとおり

であります。 

(1) 株主以外の者に対し特に有利な条件をもって新株

予約権を発行する理由 

 当社及び当社子会社の取締役及び従業員の業績及

び企業価値の向上に対する意欲や士気を高めるとと

もに、優秀な人材を確保することを目的とし、当社

の取締役、監査役、従業員、社外協力者及び当社子

会社の取締役、監査役、従業員、社外協力者に対

し、新株予約権を発行するものであります。 

   (2) 新株予約権発行の要領 

① 新株予約権割当の対象者 

 当社の取締役、監査役、従業員、社外協力者

及び当社子会社の取締役、監査役、従業員、社

外協力者 

 ② 新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

当社普通株式1,000株を上限とする。 

 なお、本株主総会決議後において当社が株式

の分割または併合を行う場合、次の算式により

目的となる株式の数を調整するものとする。た

だし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該

時点で行使されていない新株予約権の目的とな

る株式の数について行われ、調整の結果生じる

１株未満の端株については、これを切り捨てる

ものとする。 

    調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

 ────── 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年９月１日 
    至 平成17年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
    至 平成18年８月31日） 

 ③ 新株予約権の総数 

 1,000個を上限とする。（新株予約権１個に

つき普通株式１株。ただし、前項に定める株式

の数の調整を行った場合は、同様の比率で調整

を行う。） 

  ④ 新株予約権の発行価額 

無償で発行するものとする。 

 ────── 

   ⑤ 各新株予約権の行使に際して払い込みをなすべ

き金額 

 新株予約権１個当たりの払込金額は、次により

決定される１株当たりの払込金額（以下「行使価

額」という。）に前項③に定める新株予約権１個

の株式数を乗じた金額とする。 

 行使価額は、新株予約権の発行する日の属する

月の前月の各日（取引が成立していない日を除

く。）における東京証券取引所における当社普通

株式の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１

円未満の端数は切り上げる。 

 ただし、当該金額が発行日の前日の終値（取引

が成立しない場合は、その前日の終値）を下回る

場合には、当該終値とする。 

 なお、株式分割又は株式併合を行う場合は、次

の算式により行使価額を調整し、調整により生じ

る１円未満の端数は切り上げる。 

また、新株予約権発行日後に、時価を下回る価

額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合

（新株予約権、平成14年４月１日改正前商法第280

条ノ19の規定に基づく新株引受権及び同改正前商

法第341条ノ８の規定に基づく新株引受権付社債に

かかる新株引受権の行使による場合を除く。）

は、次の算式により行使価額は調整され、調整に

より生じる１円未満の端数は切り上げる。なお、

次の算式において、「既発行株式数」とは、当社

の発行済株式総数から当社の保有する自己株式数

を控除した数をいうものとする。 

  上記のほか、新株予約権発行日後に、当社が他

社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減

少を行う場合、その他これらの場合に準じ、発行

価額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理

的な範囲で、発行価額は適切に調整されるものと

する。 

調整後 

行使価額 
= 
調整前 

行使価額 
×  

１ 

分割・併合の比率 

 既発行 

株式数 
＋ 

新規発行株

式数 
× 
１株当たり 

払込金額 

調整後 

行使価額 
= 
調整前 

行使価額 
×  

新株式発行前の時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 

 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年９月１日 
    至 平成17年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
    至 平成18年８月31日） 

 ⑥ 新株予約権の権利行使期間 

平成18年１月１日から平成27年11月25日まで 

 ⑦ 新株予約権の行使の条件 

 a. 各新株予約権の一部行使はできないものとす

る。 

  b. その他の条件については、本株主総会決議及

び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権

者との間で締結する「新株予約権割当契約

書」に定めるところによる。 

 ⑧ 新株予約権の消却事由及び条件 

 a. 当社が消滅会社となる合併契約書、当社が完

全子会社となる株式交換契約書、または当社

が分割会社となる会社分割についての分割計

画書・分割契約書について株主総会の承認

（株主総会の承認を要しない会社分割の場合

は取締役会決議）がなされたとき、ならびに

株式移転の議案につき株主総会の決議がなさ

れたときは、新株予約権を無償にて消却する

ことができる。 

b. 新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権

を無償にて消却することができる。 

 c. その他の消却事由及び消却条件については、

本株主総会決議及び新株予約権発行にかかる

取締役会決議に基づき、別途当社と新株予約

権者との間で締結する「新株予約権割当契約

書」に定めるところによる。 

⑨ 新株予約権の譲渡制限 

新株予約権の譲渡については、当社取締役会の

承認を要するものとする。 

⑩ その他 

 新株予約権の発行に関する詳細については、

取締役会決議及び「新株予約権割当契約書」に

定めるところによる。 

 ────── 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年９月１日 
    至 平成17年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
    至 平成18年８月31日） 

３．スカイメディア株式会社による有限会社Mobile1、有

限会社18の子会社化について 

 当社の完全子会社であるスカイメディア株式会社

は、モバイル広告事業拡大のため、平成17年10月21

日付の取締役会決議に基づき、平成17年10月24日付

でインターネットコンテンツ事業を行う有限会社

Mobile1及び有限会社18を出資口取得により子会社化

することを決定致しました。なお、取得資金のうち

250,000千円につきましては、当社からの貸付金によ

っております。 

有限会社Mobile1 

(1) 取得した相手会社等の名称 

           株式会社Neo Holdings,個人社員 

  (2) 事業内容 インターネットコンテンツ事業 

(3) 資本金          3,000千円 

(4) 出資口の取得日  平成17年10月24日 

(5) 取得出資口数               60口 

(6) 取得後持分比率              100％  

(7) 取得対価               77,125千円 

有限会社18 

(1) 取得した相手会社等の名称 個人社員 

(2) 事業内容 インターネットコンテンツ事業 

(3) 資本金                   3,000千円 

(4) 出資口の取得日   平成17年10月24日 

(5) 取得出資口数               60口 

(6) 取得後持分比率              100％  

(7) 取得対価              173,830千円 

 ────── 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注）１．（ ）内書は、１年内の償還予定額であります。 

 ２．当連結会計年度中に新株予約権の行使により全額株式へ転換されました。 

 ３．転換社債型新株予約権付社債に関する記載は次のとおりであります。 

(1)   転換価額は、新株予約権付社債発行後、平成16年９月より各月最終取引日（「修正日」）の翌取引日以

降、修正日までの各連続３取引日（修正日当日を含み、終値のない日を除く。）の、株式会社東京証券取

引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値の99%で呼値の刻み未満を切り下げた金額が、各修

正日において有効な転換価額を下回る場合には転換価額はその低い方に修正される。但し、転換価額は

270,000円を下回らないものとする。 

(2)   当社は、新株予約権付社債の発行後、当社普通株式の時価を下回る発行価額又は処分価額をもって当社

普通株式を新たに発行又は当社の有する当社普通株式を処分する場合には、次に定める算式をもって転換

価額を調整する。なお、次の算式において、「既発行株式数」は、当社の発行済普通株式総数から、当社

が保有する当社普通株式を控除した数とする。 

  また、当社は、当社普通株式の分割・併合、又は時価を下回る価額をもって当社普通株式に転換される

証券若しくは転換できる証券又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権若しくは新株予約権付社債

を発行する場合等にも適宜転換価額を調整する。 

  

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

利率（％） 担保 償還期限 

株式会社コネクトテク

ノロジーズ 

2009年９月30日満

期円貨建転換社債

型新株予約権付社

債 

平成16年９月30日
900,000 

（―） 

－ 

（―） 
－ なし  平成21年９月30日

合計 － － 
900,000 

（―） 

－ 

（―） 
－ － － 

銘柄 
2009年９月30日満期円貨建転換社債型新
株予約権付社債 

発行すべき株式 当社普通株式  

新株予約権の発行価額  無償 

株式の発行価格 当初発行価格 902,000円 

発行価額の総額（千円）  5,000,000 

新株予約権の行使により発行した株式の
発行価額の総額（千円）  

5,000,000 

新株予約権の付与割合（％）  100 

新株予約権の行使期間  平成16年10月１日～平成21年９月29日 

        
既発行株式数＋ 

新発行・処分株式数×１株当たり発行・処分価額 

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×
時価 

既発行株式数＋新発行・処分株式数 



【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

 短期借入金 115,334 90,000 1.5 － 

 １年以内に返済予定の長期借入金 29,760 30,288 3.2 － 

 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 95,610 89,663 3.2 平成19年～24年 

合計 240,704 209,951 － － 

 
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

長期借入金 30,288 26,288 24,288 5,931 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

    
前事業年度 

（平成17年８月31日） 

当事業年度 

（平成18年８月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

構成比

（％）
金額（千円） 

構成比 

（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

 １．現金及び預金     2,899,513     1,339,500   

 ２．受取手形     708     330   

３．売掛金     383,365     418,281   

４．原材料     ―     9,000   

５．仕掛品     19,381     33,940   

６．前払費用     8,433     14,214   

７．繰延税金資産     14,489     50,892   

８．関係会社短期貸付金     ―     140,000   

９．その他     6,567     17,607   

 貸倒引当金     △2,335     △2,534   

流動資産合計     3,330,124 42.2   2,021,233 27.3 

Ⅱ 固定資産               

１．有形固定資産               

（1）建物   20,930     24,800     

 減価償却累計額   1,914 19,015   5,711 19,088   

（2）工具器具備品   241,097     144,933     

 減価償却累計額   18,645 222,451   58,882 86,050   

 有形固定資産合計     241,467 3.1   105,139 1.4 

２．無形固定資産               

（1）営業権     ―     36,000   

（2）ソフトウェア     148,136     143,469   

（3）その他     2,834     253   

 無形固定資産合計     150,971 1.9   179,723 2.5 

                

 



    
前事業年度 

（平成17年８月31日） 

当事業年度 

（平成18年８月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

構成比

（％）
金額（千円） 

構成比 

（％） 

３．投資その他の資産               

（1）投資有価証券     2,262,196     2,820,571   

 (2) 関係会社株式     1,400,000     1,450,000   

 (3) 関係会社社債     450,000     591,340   

（4）関係会社出資金     0     ―   

（5）関係会社長期貸付金     8,200     150,000   

 (6) 長期前払費用     4,620     3,388   

（7）敷金保証金     46,043     70,183   

 投資その他の資産合計     4,171,060 52.8   5,085,483 68.8 

 固定資産合計     4,563,498 57.8   5,370,345 72.7 

 資産合計     7,893,622 100.0   7,391,578 100.0 

                

 



    
前事業年度 

（平成17年８月31日） 

当事業年度 

（平成18年８月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

構成比

（％）
金額（千円） 

構成比 

（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１．買掛金     46,056     47,964   

２．未払金     61,578     17,711   

３．未払費用     4,499     ―   

４．未払法人税等     132,000     9,294   

５．前受金     449     793   

６．預り金     3,431     4,251   

流動負債合計     248,016 3.1   80,014 1.1 

Ⅱ 固定負債               

  １．転換社債型新株予約権付

社債 
    900,000     ―   

２．繰延税金負債     118,524     232,534   

固定負債合計     1,018,524 12.9   232,534 3.1 

負債合計     1,266,540 16.0   312,549 4.2 

                

（資本の部）               

Ⅰ 資本金 ※１   2,806,287 35.6   ― ― 

Ⅱ 資本剰余金               

１．資本準備金   3,081,562     ―     

２．その他資本剰余金               

（1）自己株式処分差益   2,850     ―     

 資本剰余金合計     3,084,412 39.1   ― ― 

 Ⅲ 利益剰余金               

 １．当期未処分利益   563,445     ―     

利益剰余金合計     563,445 7.1   ― ― 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     187,063 2.4   ― ― 

Ⅴ 自己株式 ※２   △14,127 △0.2   ― ― 

資本合計     6,627,081 84.0   ― ― 

負債資本合計     7,893,622 100.0   ― ― 

                

 



    
前事業年度 

（平成17年８月31日） 

当事業年度 

（平成18年８月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

構成比

（％）
金額（千円） 

構成比 

（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本                

１．資本金     ―     3,261,859   

２．資本剰余金               

（1）資本準備金    ―     3,533,717     

（2）その他資本剰余金   ―     2,850     

資本剰余金合計     ―     3,536,567   

３．利益剰余金               

（1）その他利益剰余金               

繰越利益剰余金   ―     △47,045     

利益剰余金合計     ―     △47,045   

４．自己株式     ―     △14,570   

株主資本合計     ― ―   6,736,811 91.2 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差額

金 
    ―     342,218   

評価・換算差額等合計     ― ―   342,218 4.6 

純資産合計     ― ―   7,079,029 95.8 

負債純資産合計     ― ―   7,391,578 100.0 

     



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高  1,681,792 100.0 1,471,280 100.0 

Ⅱ 売上原価  826,839 49.2 1,011,330 68.7

売上総利益  854,953 50.8 459,949 31.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2 510,644 30.3 678,321 46.1

営業利益又は営業損失
（△） 

 344,308 20.5 △218,371 △14.8

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息 ※３ 765 4,160   

２．有価証券利息 ※３ 5,268 7,907   

３．受取配当金  275 3,000   

４．為替差益  98 958   

５．その他  62 6,470 0.3 1,213 17,239 1.1

Ⅴ 営業外費用    

１．新株発行費  17,144 ―   

２．株式交付費   ― 3,278   

３．社債発行費  7,380 ―   

４．企業買収関連費用  12,793 37,318 2.2 ― 3,278 0.2

経常利益又は経常損失
（△） 

 313,461 18.6 △204,410 △13.9

Ⅵ 特別損失    

１．本社移転費用  23,850 ―   

  ２．関係会社出資金評価損  23,174 9,496   

 ３．固定資産除却損 ※４  ― 8,639   

 ４．固定資産臨時償却費 ※５  ― 11,514   

 ５．減損損失 ※６ ― 99,999   

 ６．投資有価証券評価損  ― 47,024 2.8 301,114 430,764 29.3

税引前当期純利益又は税
引前当期純損失（△） 

 266,436 15.8 △635,175 △43.2

法人税、住民税及び事業
税 

 124,364 4,153   

法人税等調整額  △10,951 113,413 6.7 △28,838 △24,684 △1.7

当期純利益又は当期純損
失（△） 

 153,023 9.1 △610,490 △41.5

前期繰越利益  410,421 ― 

当期未処分利益  563,445 ― 

     



売上原価明細書 

 （注） 

  
前事業年度 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費   185,581 20.9 220,330 20.1 

Ⅱ 労務費   204,633 23.1 247,412 22.6 

Ⅲ 経費 ※１ 495,700 56.0 627,894 57.3 

当期総製造費用   885,916 100.0 1,095,638 100.0 

期首仕掛品たな卸高   12,476   19,381   

他勘定受入高 ※２ ―   2,437   

合計   898,392   1,117,456   

期末仕掛品たな卸高    19,381   33,940   

他勘定振替高 ※３ 59,408   123,148   

当期製造原価   819,601   960,367   

ソフトウェア償却費   4,162   7,233   

減価償却費 ※４ 3,075   35,874   

支払手数料 ※５ ―   7,854   

当期売上原価   826,839   1,011,330   

     

  原価計算方法 原価計算方法 

  

 原価計算の方法は、プロジェクト別

の個別原価計算による実際原価計算を

採用しております。 

同左 

  

前事業年度 

（自 平成16年９月１日 

至 平成17年８月31日） 

当事業年度 

（自 平成17年９月１日 

至 平成18年８月31日） 

※１．経費の主な内訳は次のとおりであります。 

 外注加工費            396,188千円 

 地代家賃               33,075千円  

※１．経費の主な内訳は次のとおりであります。 

  外注加工費            466,598千円 

  地代家賃               43,615千円  

※２．       ──────  

  

※２．他勘定受入高の内訳は次のとおりであります。 

工具器具備品より振替          2,437千円 

※３．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

  研究開発費             56,754千円 

  その他               2,654千円 

  

※３．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

  研究開発費             97,074千円 

  ソフトウェア            25,931千円 

  その他                142千円 

※４．当事業年度において開始したサービス事業にて、

賃貸リース資産として使用している固定資産に係る

減価償却費であります。 

※４．サービス事業において、賃貸リース資産として使

用している固定資産に係る減価償却費であります。 

  

 ※５．       ────── 

  

※５．サービス事業より発生した携帯電話向けサイトに

係る支払手数料であります。 



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

 利益処分計算書 

株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日）                

    

前事業年度 

株主総会承認日 

（平成17年11月25日） 

 区分 
注記 

番号  
金額（千円）  

Ⅰ 当期未処分利益   563,445 

Ⅱ 次期繰越利益   563,445 

   

 

株主資本 
評価・換算

差額等 

 純資産
 合計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己 
株式 

株主 
資本 
合計 

その他 
有価証券 
評価 
差額金 

資本準備
金 

その他 
資本 
剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

その他 
利益 
剰余金  

繰越利益
剰余金 

平成17年８月31日 残高  

（千円） 
2,806,287 3,081,562 2,850 3,084,412 563,445 △14,127 6,440,017 187,063 6,627,081

事業年度中の変動額                    

新株の発行  455,571 452,155   452,155     907,726   907,726

当期純損失        △610,490   △610,490   △610,490

自己株式の取得           △443 △443   △443

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 
              155,154 155,154

事業年度中の変動額合計  

（千円） 
455,571 452,155   452,155 △610,490 △443 296,793 155,154 451,948

平成18年８月31日 残高 
（千円） 

3,261,859 3,533,717 2,850 3,536,567 △47,045 △14,570 6,736,811 342,218 7,079,029



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年９月１日 
  至 平成17年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年９月１日 
  至 平成18年８月31日） 

１．有価証券の評価基準及び評価

方法 

 （1）有価証券 

 ① 子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法を採用

しております。 

 （1）有価証券 

  ① 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

   ② その他有価証券 

 時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用しており

ます。 

  ② その他有価証券 

    時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採用してお

ります。 

  時価のないもの 

  移動平均法による原価法を採用

しております。 

 時価のないもの 

  同左 

２．たな卸資産の評価基準及び評

価方法 

（1）原材料 

 ────── 

（1）原材料 

移動平均法による原価法を採用

しております。 

  （2）仕掛品 

個別法による原価法を採用して

おります。 

（2）仕掛品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方法 （1）有形固定資産 

定率法を採用しております。 

主な耐用年数 

建物     ３～20年 

工具器具備品 ４～15年 

（1）有形固定資産 

定率法を採用しております。 

主な耐用年数 

 建物     ３～15年 

 工具器具備品 ４～15年 

  （2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。な

お、市場販売目的のソフトウェア

については、見込販売可能期間

（３年以内）、自社利用のソフト

ウェアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。 

（2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。な

お、市場販売目的のソフトウェア

については、見込販売可能期間

（３年以内）、自社利用のソフト

ウェアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。また、

営業権については、５年間で毎期

均等額を償却しております。 

  （3）長期前払費用 

定額法を採用しております。 

（3）長期前払費用 

 同左 

４．繰延資産の処理方法 （1）新株発行費 

 支出時に全額費用処理しており

ます。 

 （2）社債発行費 

  支出時に全額費用処理しており

ます。 

（1）株式交付費 

支出時に全額費用処理しており

ます。 

 （2）社債発行費 

────── 

５．引当金の計上基準 （1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。 

（1）貸倒引当金 

同左 

 



会計処理方法の変更 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年９月１日 
  至 平成17年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年９月１日 
  至 平成18年８月31日） 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

７．その他財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

（1）消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

（1）消費税等の会計処理 

同左 

前事業年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

                  ──────  (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当事業年度より固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しておりま

す。 

 これにより税引前当期純損失は、99,999千円増加して

おります。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。  

 ──────  (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 

 当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平

成17年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は純資産の部と

同額であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 

  



追加情報  

前事業年度 

 （自 平成16年９月１日 

   至 平成17年８月31日） 

当事業年度 

（自 平成17年９月１日 

  至 平成18年８月31日） 

 （外形標準課税） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委

員会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計

上しております。  

  この結果、販売費及び一般管理費が15,319千円増加

し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、

15,319千円減少しております。 

 ────── 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年８月31日） 

当事業年度 
（平成18年８月31日） 

※１．授権株式数及び発行済株式総数 ※１．       ────── 

授権株式数   普通株式 72,000株

発行済株式総数 普通株式 42,522.51株

 

※２．自己株式 ※２．       ────── 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式371.51

株であります。 

 

 ３．配当制限 

  商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は187,063千

円であります。 

 ３．       ────── 



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は5.4％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は94.6％で

あります。主要な費目及び金額は次のとおりであり

ます。 

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は8.4％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は91.6％で

あります。主要な費目及び金額は次のとおりであり

ます。 

役員報酬 52,476千円

給与手当 135,699千円

旅費交通費 26,497千円

研究開発費 56,754千円

減価償却費 7,390千円

支払手数料 110,140千円

貸倒引当金繰入額 1,105千円

役員報酬 54,921千円

給与手当 179,462千円

研究開発費 98,325千円

減価償却費 9,494千円

支払手数料 116,936千円

貸倒引当金繰入額 199千円

※２．一般管理費に含まれる研究開発費  56,754千円 ※２．一般管理費に含まれる研究開発費    98,325千円 

※３．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

有価証券利息            5,268千円 

※３．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

受取利息              3,767千円 

有価証券利息            7,592千円 

 ※４．       ──────  ※４．固定資産除却損の内容は以下のとおりであります。

工具器具備品              984千円 

ソフトウェア            7,654千円 

 ※５．       ──────  ※５．固定資産臨時償却費の内容は以下のとおりであり

ます。 

ソフトウェア           11,514千円 

 ※６．       ──────  ※６．減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の資産について

減損損失を計上いたしました。 

 （減損損失の認識に至った経緯） 

当社が所有する賃貸リース用資産としての音楽ダウ

ンロード端末については、設置店舗数の伸び悩みか

ら、一部が遊休状態となっております。これらについ

ては将来の利用見込みが極めて不透明であるため、当

該資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損

失99,999千円を特別損失に計上しております。 

 （減損損失の金額） 

用途 種類 場所  

賃貸用音楽ダウン

ロード端末 
工具器具備品   東京都新宿区

種類 金額 

 工具器具備品  99,999千円 

 



前事業年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

           ──────  （グルーピングの方法） 

当社は、主として事業の区分をもとに概ね独立し

たキャッシュ・フローを生み出す最小の単位によっ

て資産のグルーピングを行っており、現在遊休状態

にあり、今後も事業の用に供する予定が極めて不透

明なものについては遊休資産としてグルーピングし

ております。 

 （回収可能価額の算定方法等） 

 回収可能価額は正味売却価額より算定しておりま

すが、特定の相手先に対して賃貸する目的で製造さ

れた機器であり、売却可能性がないため、備忘価額

によっております。 



（株主資本等変動計算書関係） 

   自己株式の種類および総数に関する事項 

 当事業年度（自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日）                 

 （注）自己株式の増加は端数の買取によるものであります。 

 
前事業年度末 
株式数（株） 

当事業年度 
増加株式数（株） 

当事業年度 
減少株式数（株） 

当事業年度末 
株式数（株） 

自己株式     

普通株式 （注） 371.51 0.9 ― 372.41 

合計 371.51 0.9 ― 372.41 



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．借主側 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

１．借主側 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具備品 25,491 17,370 8,121

合計 25,491 17,370 8,121

取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具備品 15,991 11,544 4,447

合計 15,991 11,544 4,447

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 3,871千円

１年超 4,836千円

合計 8,707千円

１年内 3,323千円

１年超 1,512千円

合計 4,836千円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 5,898千円

減価償却費相当額 5,097千円

支払利息相当額 624千円

支払リース料 4,213千円

減価償却費相当額 3,673千円

支払利息相当額 341千円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

２．貸主側 

 ① リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残高

  

  
取得価額 

（千円） 

減価償却累
計額 
（千円） 

期末残高 

（千円） 

 工具器具備品 66,666 3,075 63,591

合計 66,666 3,075 63,591

２．貸主側 

 ① リース物件の取得価額、減価償却累計額、減損損失累

計額及び期末残高 

取得価額 

（千円） 

減価償却累
計額 
（千円） 

期末残高 

（千円） 

 工具器具備品 100,000 38,840 61,159

合計 100,000 38,840 61,159

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 21,242千円

１年超 42,842千円

合計 64,085千円

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 33,445千円

１年超 32,175千円

合計 65,621千円

 ③ 受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 

受取リース料 3,000千円

減価償却費 3,075千円

受取利息相当額 418千円

 ③ 受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 

受取リース料 36,000千円

減価償却費 35,765千円

受取利息相当額 4,202千円

 ④ 利息相当額の算定方法 

 利息相当額の各期への配分方法については、利息法

によっております。  

 ④ 利息相当額の算定方法 

 同左 

 



前事業年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

  （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。  

  



（有価証券関係） 

前事業年度（自平成16年９月１日 至平成17年８月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当事業年度（自平成17年９月１日 至平成18年８月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（税効果会計関係） 

前事業年度 
(平成17年８月31日） 

当事業年度 
(平成18年８月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（単位：千円） （単位：千円）

繰延税金資産（流動）   

未払事業税否認額 

 貸倒引当金繰入限度超過額  

12,627 

950 

一括償却資産損金算入限度超過額 

 その他 

677 

235 

繰延税金資産（流動）合計 14,489 

繰延税金資産（固定）   

関係会社出資金評価損 

 一括償却資産損金算入限度超過額 

9,429 

382 

繰延税金資産（固定）合計 9,811 

繰延税金負債（固定）   

 その他有価証券評価差額金 △128,336 

 繰延税金負債（固定）合計 △128,336 

繰延税金負債の純額  △104,034 

繰延税金資産（流動）   

税務上の繰越欠損金 

 未払事業税否認額  

45,499 

2,762 

貸倒引当金繰入限度超過額 1,031 

  一括償却資産損金算入限度超過額 1,345 

  その他 254 

繰延税金資産（流動）合計 50,892 

繰延税金資産（固定）   

税務上の繰越欠損金 

 減損損失否認額 

183,871 

40,689 

固定資産臨時償却費否認額  

 一括償却資産損金算入限度超過額  

3,563 

962 

小計 229,088 

 評価性引当額 △226,841 

繰延税金資産（固定）合計 2,247 

繰延税金負債（固定）   

 その他有価証券評価差額金 △234,781 

 繰延税金負債（固定）合計 △234,781 

繰延税金負債の純額 △181,641 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下である

ため注記を省略しております。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

税引前当期純損失のため、記載しておりません。  



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の

算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前事業年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

１株当たり純資産額 157,222.41円

１株当たり当期純利益金額 3,998.42円

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額 
3,585.28円

１株当たり純資産額 158,250.73円

１株当たり当期純損失金額 13,665.45円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損

失であるため記載しておりません。 

  
前事業年度 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり

当期純損失金額（△） 
    

 当期純利益又は当期純損失（△）（千

円） 
153,023 △610,490 

 普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 

 普通株式に係る当期純利益又は当期純損

失金額（△）（千円） 
153,023 △610,490 

 期中平均株式数（株） 38,271 44,674 

      

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

 当期純利益調整額 ― ― 

 普通株式増加数（株） 4,410 ― 

 （うち新株予約権（株）） (4,410) （―） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

新株予約権１種類（目的となる株

式の数470株） 

新株予約権４種類（目的となる株

式の数2,670株） 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

 1. 転換社債型新株予約権付社債の新株への転換 

 当社が平成16年９月30日に発行した第１回無担保転

換社債型新株予約権付社債（総額5,000,000千円）につ

き、平成17年９月１日付（700,000千円）、平成17年９

月６日付（200,000千円）で、新株予約権の権利行使に

よる新株への転換が行われました。その内容は以下の

とおりであります。 

(1) 転換社債型新株予約権付社債の減少額  

                   900,000千円 

(2) 資本金の増加額           450,001千円 

(3) 資本剰余金の増加額        449,998千円 

(4) 増加した株式の種類及び株数  

              普通株式 2,097.90株  

   

２．平成17年11月25日開催の当社第６期定時株主総会に

おいて、ストックオプションとして新株予約権を発行

する決議をいたしました。その概要は次のとおりであ

ります。 

 (1) 株主以外の者に対し特に有利な条件をもって新株

予約権を発行する理由 

当社及び当社子会社の取締役及び従業員の業績向

上に対する意欲や士気を高めるとともに、優秀な人

材を確保することを目的とし、当社の取締役、監査

役、従業員、社外協力者及び当社子会社の取締役、

監査役、従業員、社外協力者に対し、新株予約権を

発行するものであります。 

 (2) 新株予約権発行の要領 

①  新株予約権割当の対象者 

    当社の取締役、監査役、従業員、社外協力者及

び当社子会社の取締役、監査役、従業員、社外協

力者 

② 新株予約権の目的となる株の種類及び数 

当社普通株式会社1,000株を上限とする。 

 なお、本株主総会決議後において当社が株式の

分割または併合を行う場合、次の算式により目的

となる株式の数を調整するものとする。ただし、

かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行

使されていない新株予約権の目的となる株式の数

について行われ、調整の結果生じる１株未満の端

株については、これを切り捨てるものとする。 

 調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

 ③ 新株予約権の総数 

1,000個を上限とする。（新株予約権１個につ

き普通株式１株。ただし、前項に定める株式の

数の調整を行った場合は、同様の比率で調整を

行う。） 

 ④ 新株予約権の発行価額 

無償で発行するものとする。 

────── 

 



前事業年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

   ⑤ 各新株予約権の行使に際して払い込みをなすべ

き金額 

 新株予約権１個当たりの払込金額は、次によ

り決定される１株当たりの払込金額（以下「行

使価額」という。）に前項③に定める新株予約

権１個の株式数を乗じた金額とする。 

 行使価額は、新株予約権の発行する日の属す

る月の前月の各日（取引が成立していない日を

除く。）における東京証券取引所における当社

普通株式の終値の平均値に1.05を乗じた金額と

し、１円未満の端数は切り上げる。 

 ただし、当該金額が発行日の前日の終値（取

引が成立しない場合は、その前日の終値）を下

回る場合には、当該終値とする。 

 なお、株式分割又は株式併合を行う場合は、

次の算式により行使価額を調整し、調整により

生じる１円未満の端数は切り上げる。 

  また、新株予約権発行日後に、時価を下回る

価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場

合（新株予約権、平成14年４月１日改正前商法

第280条ノ19の規定に基づく新株引受権及び同

改正前商法第341条ノ８の規定に基づく新株引

受権付社債にかかる新株引受権の行使による場

合を除く。）は、次の算式により行使価額は調

整され、調整により生じる１円未満の端数は切

り上げる。なお、次の算式において、「既発行

株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社

の保有する自己株式数を控除した数をいうもの

とする。 

 上記のほか、新株予約権発行日後に、当社が

他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資

本減少を行う場合、その他これらの場合に準

じ、発行価額の調整を必要とする場合には、必

要かつ合理的な範囲で、発行価額は適切に調整

されるものとする。 

調整後 

行使価額 
= 
調整前 

行使価額 
×  

１ 

分割・併合の比率 

 既発行 

株式数 
＋ 

新規発行株

式数 
× 
１株当たり 

払込金額 

調整後 

行使価額 
= 
調整前 

行使価額 
×  

新株式発行前の時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 

────── 

 



前事業年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

 ⑥ 新株予約権の行使期間 

  平成18年１月１日から平成27年11月25日まで 

⑦ 新株予約権の行使条件 

 a. 各新株予約権の一部行使はできないものとす

る。 

 b. その他の条件については、本株主総会決議及

び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者

との間で締結する「新株予約権割当契約」に定

めるところによる。 

 ⑧ 新株予約権の消却事由及び条件 

a.  当社が消滅会社となる合併契約書、当社が完

全子会社となる株式交換契約書、または当社が

分割会社となる会社分割についての分割計画

書・分割契約書について株主総会の承認（株主

総会の承認を要しない会社分割の場合は取締役

会決議）がなされたとき、ならびに株式移転の

議案につき株主総会の決議がなされたときは、

新株予約権を無償にて消却することができる。 

 b. 新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権

を無償にて消却することができる。 

 c.  その他の消却事由及び消却条件については、

本株主総会決議及び新株予約権発行にかかる取

締役会決議に基づき、別途当社と新株予約権者

との間で締結する「新株予約権割当契約書」に

定めるところによる。 

⑨  新株予約権の譲渡制限 

  新株予約権の譲渡については、当社取締役会の

承認を要するものとする。 

⑩  その他 

  新株予約権の発行に関する詳細については、取

締役会決議及び「新株予約権割当契約書」に定め

るところによる。 

────── 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

 【株式】 

 【債券】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額
（千円） 

投資有価証券 
その他 

有価証券 

（株）ビットアイル 800 476,000 

（株）ザッパラス 1,000 341,000 

アットスター（株） 400 270,000 

（株）モバイル・テクニカ（議決権制限株式） 7,150 250,250 

（株）ザックコーポレーション 1,600 207,200 

（株）モバイル・テクニカ（普通株式） 3,000 150,000 

（株）バイオマティクス（普通株式） 180 117,000 

日本モリア（株）  2,300 101,200 

スマートワイヤレス（株）  250 100,481 

（株）ネットインデックス 200 97,000 

（株）データトロン（種類株式） 16 92,400 

（株）トワテック（種類株式） 94 85,540 

（株）バイオマティクス（議決権制限株式） 183 83,265 

（株）トワテック（普通株式） 50 65,000 

いるかママ（株）（普通株式） 145 58,000 

（株）データトロン（普通株式） 7 57,750 

キャセイ・トライテック（株） 2,000 50,000 

 いるかママ（株）（議決権制限株式） 150 42,000 

（株）ＢＵＧ  50,000 32,700 

その他（８銘柄） 39,224 123,785 

計 108,749 2,800,571 

投資有価証券 
その他 
有価証券 

銘柄  券面総額（千円） 
貸借対照表計上額
（千円） 

 （株）ＫＥＳＡＫＡシステム 
転換社債型新株予約権付社債  

20,000 20,000 

 計  20,000 20,000 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期減少額のうち、減損損失を（）内数で記載しております。 

 ２．当期減少額の主なものは以下のとおりであります。 

 工具器具備品   賃貸用音楽ダウンロード端末の減損処理   99,999千円 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
(千円) 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産               

建物 20,930 3,870 ― 24,800 5,711 3,797 19,088 

工具器具備品 241,097 15,101 
111,265 

 （99,999)
144,933 58,882 48,080 86,050 

有形固定資産計 262,027 18,971 
111,265 

 （99,999)
169,734 64,594 51,877 105,139 

無形固定資産               

営業権 ― 45,000 ― 45,000 9,000 9,000 36,000 

ソフトウェア 186,277 56,238 19,169 223,346 79,877 41,735 143,469 

その他 2,834 73 2,654 253 ― ― 253 

無形固定資産計 189,112 101,312 21,824 268,600 88,877 50,735 179,723 

長期前払費用 6,161 ― ― 6,161 2,772 1,232 3,388 

繰延資産 ― ― ― ― ― ― ― 

―               

繰延資産計 ―  ―  ―  ―  ― ―  ―  



【引当金明細表】 

 （注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 2,335 2,534 ― 2,335 2,534 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

イ．現金及び預金 

ロ．受取手形 

 相手先別内訳 

 期日別内訳 

ハ．売掛金 

相手先別内訳 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

区分 金額（千円） 

現金 ― 

預金の種類   

普通預金 109,500 

定期預金 1,230,000 

小計 1,339,500 

合計 1,339,500 

  金額（千円） 

 ㈱日本イトミック 330 

合計 330 

期日別 金額（千円） 

 平成19年１月 330 

 合計 330 

相手先 金額（千円） 

（株）ジェイアール東日本企画 210,491 

ジェミナイ・モバイル・テクノロジーズ（株） 62,370 

兼松コミュニケーションズ（株） 25,410 

トライクル（株） 21,561 

（株）エヌ・ティ・ティ・ドコモ 15,949 

その他 82,499 

合計 418,281 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A） (B） (C） (D） 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

×100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

383,365 1,544,844 1,509,928 418,281 78.31 94.7 



ニ．原材料 

 ホ．仕掛品 

② 固定資産 

  イ．関係会社株式 

 ロ．関係会社社債 

③ 流動負債 

イ．買掛金 

区分 金額（千円） 

プロダクツ事業 9,000 

合計 9,000 

区分 金額（千円） 

システムソリューション事業 26,106 

コンサルティング事業 7,834 

合計 33,940 

相手先  金額（千円） 

（株）インクルーズ 1,050,000 

（株）エスエス研究所 200,000 

 Winnow Technologies Inc. 150,000 

（株）コネクトリプロ  50,000 

合計 1,450,000 

  金額（千円） 

 Winnow Technologies Inc. 591,340 

合計 591,340 

相手先 金額（千円） 

(株）エムディケー 8,453 

(株）インデックス 7,455 

(株）アンカットテクノロジー 7,035 

(株）クオード 3,150 

(株）エスエス研究所 2,902 

その他 18,968 

合計 47,964 



(3）【その他】 

① 決算日後の状況 

 特記事項はありません。 

② 訴訟 

該当事項はありません。 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注）１．平成18年11月24日開催の第７期定時株主総会の決議により定款が変更され、定時株主総会は次のとおりとな

りました。毎事業年度の翌日から３ヶ月以内。 

    ２．当社は、商法第220条ノ２第１項に規定する端株原簿を作成しております。 

また、端株主の利益配当金及び中間配当に関する基準日は上記のとおりであります。 

決算期 ８月31日 

定時株主総会 決算期の翌日から３ヶ月以内（注）１ 

基準日 ８月31日 

株券の種類 １株券 10株券 100株券 

中間配当基準日 ２月末日 

１単元の株式数 ― 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料（注）２ 

端株の買取り   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

http://www.connect-tech.co.jp/ 

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事

由によって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞

に掲載して行う。 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第６期）（自 平成16年９月１日 至 平成17年８月31日）平成17年11月25日関東財務局長に提出。

(2）半期報告書 

 （第７期中）（自 平成17年９月１日 至 平成18年２月28日）平成18年５月25日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

    平成17年11月25日

株式会社 コネクトテクノロジーズ     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 渡邉 宣昭  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 土肥 真   印 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社コネクトテクノロジーズの平成16年９月１日から平成17年８月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社コネクトテクノロジーズ及び連結子会社の平成17年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、転換社債型新株予約権付社債の権利行使による新株への転換が行われてい

る。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が連結財務

諸表に添付する形で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    平成18年11月24日

株式会社 コネクトテクノロジーズ     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 渡邉 宣昭  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 土肥 真   印 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社コネクトテクノロジーズの平成17年９月１日から平成18年８月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につい

て監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社コネクトテクノロジーズ及び連結子会社の平成18年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より固定資産の減損

に係る会計基準が適用されることとなるため、この会計基準により連結財務諸表を作成している。   

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が連結財務

諸表に添付する形で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    平成17年11月25日

株式会社 コネクトテクノロジーズ     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 渡邉 宣昭  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 土肥 真   印  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社コネクトテクノロジーズの平成16年９月１日から平成17年８月31日までの第６期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

コネクトテクノロジーズの平成17年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、転換社債型新株予約権付社債の権利行使による新株への転換が行われてい

る。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が財務諸表

に添付する形で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    平成18年11月24日

株式会社 コネクトテクノロジーズ     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 渡邉 宣昭  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 土肥 真   印  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社コネクトテクノロジーズの平成17年９月１日から平成18年８月31日までの第７期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

コネクトテクノロジーズの平成18年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な会計方針に記載されているとおり、会社は当事業年度より固定資産の減損に係る会計基準が適用されることとな

るため、この会計基準により財務諸表を作成している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が財務諸表

に添付する形で別途保管しております。 
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